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要約 
 

世界中で気候変動のリスクの認識が深まる中、地球温暖化対策の強化が必要である。その

際、重要な分析ツールがシナリオである。本研究プロジェクトでは、日本の 2050 年カーボンニ

ュートラル（CN、脱炭素またはネットゼロ）達成に向けた対策を加速する社会戦略や政策ミッ

クスを考えるためのシナリオを作成している。手法としては、文献調査による過去のトレンド

のレビュー、総合知を活用する専門家ワークショップや定量モデリングなどを組み合わせた。 

本報告書では 3 つの異なる 2050 年 CN 社会シナリオの暫定版を提示する。 

 

 シナリオ A「明るく豊かな国際協調型 CN 社会―脱炭素

コスモポリタン」：国際協調を基盤に、再生可能エネル

ギーや革新的技術の普及が進み、経済成長と環境保護を

両立する社会である。グリーン水素の活用が進み、エネ

ルギーシステムは持続可能かつ公平に管理。AI や国際的

政策協力がグローバル課題の解決に貢献し、社会全体で

倫理的な選択や持続可能なライフスタイルが重視され

る。日本はエネルギー・環境分野で世界的リーダーとな

る。 

 

 シナリオ B「明るく豊かな自給自足型 CN 社会―エコ・

ナショナリズム」：地域密着型の分散型エネルギーシス

テムが特徴である。国内資源の活用や農業との融合によ

り、自給自足的なエネルギー体制を構築し、地方と都市

間の格差是正にも貢献する。コミュニティベースの社会

運営を通じ、地域社会の結束力を高めることを重視して

いる。政府主導でカーボンニュートラル製品の普及と技

術開発が進み、災害適応と持続可能な都市計画も強化さ

れている。 

 

 

シナリオ C「暗く貧しい CN 社会―社会の崖っぷち」：

日本の GX 政策の失敗や技術導入の遅れによって社会が

経済的に疲弊し、エネルギー貧困や格差の拡大が深刻化

する。政治腐敗と不安定な統治が続き、社会全体の持続

可能性が損なわれている。国際的な孤立や資源調達の困

難、AI 格差による雇用喪失が発生し、社会の安定性と持

続性を損なうリスクが高まる。ただ、外圧によって CN

政策は継続される。 
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未来の社会を議論する際、「明るく豊かな CN 社会」のみを想定することはできない。むし

ろ、「暗く貧しいＣＮ社会」も議論することで、「明るく豊かな CN 社会」を達成するための

社会戦略や政策ミックスが明らかになる。さらに、脱炭素化が進む中で生じうるリスクや課題

を事前に特定し、それを回避するための政策や技術的アプローチを考える契機となる。 

「明るく豊かな CN 社会」のためには何が必要であろうか。本シナリオは暫定版であり、必

ずしも包括的な提案はできないが、幾つか重要な示唆が得られた。まず、社会変革の速度には

限界があり、行動が遅れれば遅れるほど選択肢は狭まり、望ましい社会を実現するためにかか

るコストや困難性が増大することと解釈できる。このことから、望ましい未来を実現するに

は、早期の政策決定と具体的な行動を迅速に実施することが不可欠である。次に、「明るく豊

かな CN 社会」も、一つではないことである。現在進んでいる様々な技術イノベーションの開

発や社会的な取り組みがすべて成功する保証はなく、複数の CN 社会の可能性を踏まえて、政

策ミックスや社会戦略を強化していく必要性がある。 

本研究では統合評価モデルを用いてシナリオの暫定的な定量化も行った。2050 年の CN 社会

達成のためには、モデル内の炭素価格が伸び続けることを踏まえて、政策の大幅かつ継続的な

強化が必要になる。対策については、最終エネルギー消費の減少（経済全体のエネルギー効率

上昇）、電源の脱炭素化、需要部門の電化の推進、二酸化炭素除去（CDR）の導入など共通点

が見いだされた。一方、シナリオによって水素の生産方法（輸入か国内生産か）や導入量が大

きく異なることが見いだされた。これらは様々な既往研究とも整合的である。 

シナリオの目的は、流布されている「公式の未来」以外も起こる可能性を受け止め、「聞き

なれない」「別の」未来像も考えることで、現在の政策や対応の検討を促すものである。本報

告書は 4 年間のプロジェクトの中間時点で暫定的なシナリオを示したものである。激変する地

政学・地経学的状況や技術イノベーションの動向や暫定版シナリオへの意見を踏まえて、残り

の 2 年間で社会戦略と政策ミックスに資するシナリオに磨きをかけていく。 
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1. はじめに 

1.1. 研究プロジェクトの背景と文脈 

気候変動問題の現状と課題 

2024 年の日本の平均気温は、平年値（2020 年までの 30 年間平均）プラス 1.48 度となった

（図 1）。これは昨年に続き、1898 年の統計開始以降の最高記録を更新する数値となった。過

去最高の気温を記録しているのは日本のみならず世界でも同様の傾向である。年を追うごとに

上昇する気温に歯止めをかけるべく、人類共通の課題として、世界中でカーボンニュートラル

（CN）の達成に向けた様々なアクションが継続されている。 

カーボンニュートラル社会への移行を検討するために重要な役割を担うのがシナリオであ

る。ここでいうシナリオとは、「不確実な未来を分析するために用いられる整合的な未来像の

描写」を指す。日本では 2025 年 2 月にエネルギー基本計画（経済産業省, 2025）や国が決定す

る貢献 （Nationally Determined Contribution；NDC, 各国がパリ協定に基づいて提出する温室効果

ガスの排出量削減目標）（環境省, 2025a）が更新され、2050 年のカーボンニュートラル目標に

加えて 2035 年、2040 年の目標も設定された（図 2）。これらの検討の際にも多様なシナリオが

示されている。提示されたシナリオは政治的にも社会的にも、そして技術的な視点からも、高

い関心を集めている。 

周知の通り、地球温暖化の対策は世界規模で進んでいる。日本や欧米諸国は 2050 年、中国は

2060 年、インドは 2070 年と目標年こそ異なるものの、各国は次々とカーボンニュートラルの

達成という目標を掲げて取り組みを続けている。 

国別の温室効果ガスの排出削減状況においては、日本の CO2 排出量は削減傾向にあるほか、

イギリスなどは顕著な削減を達成している。温室効果ガス排出削減に後ろ向きとみなされがち

なアメリカも、実際には削減を実現している。各国のカーボンニュートラルへの移行速度には

差異はあるものの、世界各地で取り組みは進んでおり、一定の成果を出しつつあることは確か

である。 

カーボンニュートラル目標達成に向けた技術動向に目を向けると、太陽光発電や風力発電な

どの再生可能エネルギーのように、コストの低下と指数関数的な導入量の増加を実現している

ような成功事例も出現している。 
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図 1  日本（上段）と世界（下段）の年平均気温の経年変化（1898～2024 年） 

出典: 気象庁, 2024 年（令和 6 年）の天候のまとめ（速報）, 2024 年 12 月 25 日発表,  

https://www.jma.go.jp/jma/press/2412/25a/20241225_2024tenkou.html 
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図 2  日本の温室効果ガス排出量の実績値と排出削減目標． 

出典：環境省＆国立環境研究所 (2024b).  

 

資金面においても、一定の進展は見られる。2024 年 11 月にアゼルバイジャンで開催された

気候変動枠組条約第 29 回締約国会議（COP29）において、「先進国が主導して、2035 年まで

に少なくとも年間 3,000 億米ドル動員すること」が合意された。 

しかしながら、現状では取り組みは不十分と言わざるを得ない。カーボンニュートラルへの

移行を、世界全体でさらに加速させることが必要なのである。取り組みを加速させるには、単

独の政策ではなく、社会戦略や政策ミックスと呼ばれる複合的なアプローチが必要である。ま

た、既に一定程度の成果をあげている国が世界に知見を広げることも重要であるため、先進国

の一員である日本にも、模範を示す役割が求められている。 

カーボンニュートラル目標を達成する気候変動対策に関する社会シナリオ研究は、国内外で

多岐にわたり実施されてきている。日本国内では、2020 年の菅義偉首相（当時）によるカーボ

ンニュートラル宣言を契機として本格的な検討が開始された。しかし、多数の社会シナリオ研

究が進められている一方で、多くのシナリオ研究は数値シミュレーションモデルを用いた定量

的な分析に留まっており，加速方策のあり方や定性的な分析は不足している。具体的な社会戦

略や政策ミックスの理解も十分ではない。加えて、社会シナリオ研究と科学技術・イノベーシ
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ョン戦略を結びつける研究も不足している状況である。この現状が、本プロジェクトを実施す

る上での重要な背景である1。 

 

1.2. プロジェクトの目的 

シナリオの定義と開発の意義 

これまでに述べた背景を踏まえ、本プロジェクトでは「定性的ナラティブ」の開発と、それ

と整合的な定量的なシナリオ（統合評価モデル、技術経済性分析、ライフサイクル分析

（LCA））の分析に取り組んでいる。なお、ここでいう「ナラティブ」とは、「一連の出来事

や経験、あるいは主題やアイデアの発展を、筋書きや登場人物を用いて構造的に描いたもの」

である。 

 

シナリオについては様々な研究がなされている。経営を対象に開発されてきたシェル流のス

トーリー（物語形式）のシナリオもあれば、国際エネルギー機関（IEA）や気候変動に関する

政府間パネル（IPCC）で用いられる非常に定量的なシナリオもある。これらに共通するものと

して以下の特徴がある（Parson 2008; 杉山，筒井，高橋，2024; 杉山，角和，木下，2024）： 

⚫ シナリオは不確実な未来を想定して現在の意思決定や政策分析、議論を促すことを目的

に作成される。 

⚫ シナリオは未来予測とは異なり、起こりうる未来を幅広く描写するために複数のシナリ

オが描かれる。 

⚫ シナリオはフィクションではなく、内部整合的で「もっともらしい」必要がある2。 

本プロジェクトにおいては、これらの特徴を重視し、シナリオ開発の全プロセスにおいて、

常に意識される基本原則として位置づけている。なお、「シナリオ」の言葉自体が指す意味合

いは多岐にわたる上、シナリオと類似の意味を持つ用語も多数あるため（例としてビジョンや

未来予測）、誤用や混同には注意を払わなければならない。 

なぜ未来予測ではなくシナリオを用いるのであろうか。比較的近い未来である 2030 年ならば

予測の精度を高めることも可能だが、2050 年に向けては不確実性が増大する。技術的な面に目

 
1 定性的ナラティブと定量モデリングを組み合わせた国を対象にした研究として本研究プロジ

ェクトに近いことを行っているのはイギリスの Government Office for Science (2023)のカーボン

ニュートラルのシナリオである。 

2 ここでの「もっともらしい」は plausible の日本語訳である。シナリオのプロジェクトの目的

によるが、通常の議論や分析でも極端とみなされるものも重要である場合、シナリオはそのよ

うなものも扱うべきである。また、極端(extreme)なシナリオも検討すべきという主張もある

(McCollum et al., 2020)。 
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を向ければ、例えば 2022 年に OpenAI の人工知能 ChatGPT が登場し世界を席巻したように、目

まぐるしい変化を続けている。政治的な面についても、今年 1 月のトランプ大統領就任の前後

で政権交代による各政策の方針転換を見越した情勢の変化が連鎖的に起こっている。2050 年に

至る道筋の中でも、これらに類する不確実な社会変革は断続的に起こり得るであろう。 

また、シナリオの目的は流布されている「公式の未来」(official future)でない未来が起こりう

ることを踏まえ(Ramirez & Wilkinson, 2016)、「聞きなれない」「別の」未来像も考えることで

（角和, 2022）、現在の政策や対応の検討を促すものである。 

 

プロジェクトの目的 

本プロジェクトではカーボンニュートラル社会への移行を加速させるために、専門家ワーク

ショップ等による総合知的アプローチを用いて定性的なナラティブを構築するとともに、それ

らと技術経済分析や数理シミュレーションモデル分析を用いた定量シナリオ分析を組み合わせ

ることで、明るく豊かな未来への道筋を提示し、日本のカーボンニュートラルの実現に向けた

政策・戦略立案に貢献することを目的としている。 

より具体的に目的を述べれば、テーマを「日本のカーボンニュートラル」と設定し、対象期

間を 2050 年までとした。ここでのカーボンニュートラルは日本政府の目標と同じ意味であり、

温室効果ガスの正味ゼロ排出のことを意味し、脱炭素という言葉で語られることもある。想定

する読者については、本プロジェクトが JST の委託を受けていることから、政策決定者を主た

る対象としつつも、プロジェクトで重要な論点となる技術開発との関連から、企業や金融機

関、投資判断に関わる関係者まで広く含めている。シナリオの目的は、これら意思決定者の支

援である。具体的には、政策立案支援に加え、投資先や研究開発方針の決定支援なども想定し

ている。日本のカーボンニュートラルを対象とすることで、日本の特徴（人口密度が高く再生

可能エネルギーを含めて相対的に資源が乏しい、素材産業が大きい）を包括的に分析する必要

性が出てくる。 

本プロジェクトは社会シナリオの開発を通して、日本社会が発展する方向性を検討する材料

を提示することも目指している。その目標に向けて取り組む上で、重要な概念として「明るく

豊かな」社会像がある。この社会像はプロジェクトの基本理念として繰り返し強調しているも

のであり、本プロジェクトの先行研究にあたる取り組みからも踏襲されてきた（科学技術振興

機構低炭素社会戦略センター, 2014）。言い換えれば、カーボンニュートラル社会への移行にあ

たり、「暗く貧しい」社会像というものは、誰も望まないであろう、という前提に立ってい

る。 

「明るく豊か」という言葉は読み手の価値観によって多様な解釈が可能であるが、現代の大

勢の価値観においては、ウェルビーイングの向上や社会の包摂性の確保として理解することが

できよう。ただし、「明るく豊か」の評価軸をこれらに限定した場合であっても、これらの評
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価軸を満たすいわば「良い社会」の姿は、決して一義的なものではない。例えば、高度な社会

福祉と高負担を特徴とするスカンジナビア型の社会や、経済的効率性と社会的統制の調和を図

るシンガポール型の社会など、異なるモデルが考えられる。 

加えて、カーボンニュートラル社会の実現までに辿る道筋も単一ではない。すべての政策・

戦略が理想的に実現される社会はもちろん望ましいが、現実的とは言えないだろう。様々な政

策・戦略の成否が組み合わさった複数の「明るく豊かな」社会への経路を明らかにすることが

有用である。同時に、政策の失敗や社会の方向性の誤りによって生じる可能性のある「暗く貧

しい」社会を描き出し、その社会を回避する方策を検討することも必要である（図 3）。 

カーボンニュートラル社会シナリオのような地球規模の課題に関するシナリオ開発において

は、社会変革、技術革新、地政学的変化などを包括的に考慮する必要がある。これまでのカー

ボンニュートラル社会シナリオでは、再生可能エネルギー技術や水素利活用に関連する技術、

直接空気回収技術（DAC; Direct Air Capture）、二酸化炭素回収・貯留技術（CCS; Carbon 

dioxide Capture and Storage）などの重要技術に着目して、コスト低減や普及速度の多様な可能性

を検討するような技術経済的な分析事例が多かった。他方で、例えば、水素技術に関して言え

ば、政府が掲げる野心的なコスト目標の達成可能性のような技術革新の側面に加えて、海外か

らの大規模な水素輸入のような地政学的変化の影響を受ける側面、水素エネルギー利用の社会

受容性のような社会変革の影響を受ける側面など、多様な要因の影響を受ける。本プロジェク

トでは、定量分析と定性分析を組み合わせることにより、多様な要因に跨る想定の妥当性な

ど、複数の展開可能性を考慮することも企図している。定性的な分析としては、過去から現在

に至るエネルギー・気候変動政策の文献調査や専門家ワークショップを通じて技術的可能性を

慎重に検討した上で、定性的ナラティブを開発する。定量分析には統合評価モデルやエネルギ

ーシステムモデルを使用し、シナリオの定量化を試行する。加えて、以上の多様なアプローチ

を経て開発されたシナリオを、政策ミックスや社会戦略として具体化し、幅広い層に伝達する

ことも本プロジェクトの重要な目的である。開発されたシナリオにおいて、2030 年、2040 年、

2050 年にどのようなイベントが生じ、どのような対策を講じるべきか、時系列に沿った具体例

を挙げながら、政策ミックスや社会戦略を示す。 

なお、本プロジェクトではカーボンニュートラルを主要な研究対象としつつも、それを金科

玉条として振りかざしたり、唯一絶対の目標として押し付けたりする意図はない。本研究で開

発したすべてのシナリオはカーボンニュートラルの達成を前提として描かれているが、当然、

それぞれのシナリオにはカーボンニュートラルを実現できないリスクも内包されている。本報

告書では、それぞれのシナリオが抱えるカーボンニュートラル移行を失敗するリスクについて

も検討する。  
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図 3 明るく豊かなカーボンニュートラル社会と暗く貧しいカーボンニュートラル社会の対

比 （CHATGPT 4O による AI 生成画像, 2025）3． 

 

1.3. 研究体制 

総合知の重要性 

本プロジェクトでは、総合知に基づくシナリオ（定性的なナラティブと数理モデルに基づく

定量的シナリオの組み合わせ）の開発と加速的な移行戦略の提案を目指し、複数の専門家グル

ープによる研究体制を構築している。各グループは独自のテーマについて専門的な検討と研究

開発を進めると同時に、グループ間の有機的な連携を通じてシナジー効果を創出する体制を採

用している（図 4）。 

シナリオ開発において重要な要素として、多様な知見の集約が挙げられる。限定的な関係者

のみによる検討では十分な視野を確保することができない可能性があるため、本プロジェクト

では外部専門家を交えたワークショップを 2023 年度に 1 回、2024 年度に 3 回実施し、シナリ

オに関する多角的なインプットを得た。これらの知見を研究チームが統合・整理し、シナリオ

開発を進めるというプロセスを採用している。また加速戦略のために研究チーム内部でワーク

ショップを開催した。 

 
3 プロンプトとして「著作権として問題がない、明るく豊かなカーボンニュートラル社会と暗

く貧しいカーボンニュートラル社会を左右に対比させるイメージ写真を作ってください。」を

使用した。その後、https://cleanup.pictures/を用いて一部修正した。 

https://cleanup.pictures/
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また、研究チームでの独自の分析に加えて、過去のトレンドや既往シナリオ研究のレビュー

（メタ分析）も行い、総合的な知見をまとめることに努めた。 

なお、本報告書は 4 年間のプロジェクトの中間時点で暫定的なシナリオを示したものであ

り、本シナリオについての議論を喚起することを意図している。 

 

 

 
図 4 総合知に基づくシナリオ開発と加速的な移行戦略提案に向けた研究グループ構成と研

究体制 
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2. 方法論 

2.1. 方法論の概要 

本プロジェクトの中心的アウトプットは定性的なナラティブと定量的なモデリングを組み合

わせたシナリオである。今回は、プロジェクトの 2 年度目終了時点ということで、暫定的なシ

ナリオの枠組みを示す（表 1）。 

 

表 1 シナリオ設計のプロセス 

段階 詳細 

準備 

⇩ 

問題設定 

情報収集 

プロセスデザイン 

⇩ 

 

シナリオ作成 

⇩ 

シナリオの構成決定 

ストーリーの記述 

シナリオ分析 

⇩ 

定量化 

シナリオの分析（What-if 分析, サブシナリオ間の比較） 

評価 

⇩ 

シナリオの見直し, 評価, 解釈 

文書化 

 

 

（Kishita et al., 2020 をもとに改変） 

 

シナリオ分析やプランニングには様々な手法が知られており（Schwartz, 1991; Ramirez & 

Wilkinson, 2016; Kishita et al., 2020; 杉山, 角和, & 木下, 2024）、また目的によって望ましい方法

が異なり、「テーラーメイド」といえる（角和, 2022）。 シナリオ設計のプロセスの例を表１

に示す。本プロジェクトでは、研究チームで様々なレビューを行い、研究資源などを踏まえた

上で、本暫定版シナリオ報告書作成にあたって、以下の方法を採用した。 

初めに、シナリオ作成のためには過去のトレンドの分析も重要であるため、調査を行った

（第 3 章および付録 7 章）。また、本研究プロジェクト以外の知見も活用するために、シナリ

オのメタ分析も行った（第 3 章および付録 8 章）。その後、専門家ワークショップによるシナ

リオ作成、数理シミュレーションモデルを用いた定量化、作成したシナリオの見直し・評価・

解釈という一連の手順を、反復しながら実施した。なお、全体的に文章（テキスト）を扱うこ

とが多いため、適宜、生成人工知能（AI）といった情報技術を活用した。 
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2.2. シナリオ開発手法、ワークショップの設計と実施 

シナリオ開発手法の選択 

以下、方法の詳細について述べる。 

シナリオの構成の仕方は、バックキャスト（Dreborg, 1996; Kishita, et al., 2024）とフォアキャ

ストの両方のアプローチを組み合わせた。バックキャストとは、将来の特定の目標地点から現

在に向かい逆算して検討する手法であり、フォアキャストは現状のデータから延長した将来を

検討する手法である。本プロジェクトでは、カーボンニュートラル達成という明確な目標が定

められているため排出量に関してはバックキャストを採用し、社会経済状況については多様な

可能性を探るためフォアキャスト的アプローチを採用した。 

シナリオ開発プロセスにおけるステークホルダーの参加については、プロジェクトの規模や

性質によって異なるアプローチが存在する。例えば気候変動に関する政府間パネル（IPCC）に

よる国際的なシナリオでは、当事者とシナリオの距離が長大であるため、主に研究者による議

論が中心となり(Parson, 2008)、政策決定者の関与は最終段階での承認など限定的なものにとど

まることが多い。これは、国際シナリオの主たる利用者が研究者であるという背景も影響して

いる。 

一方、地域の自治体や企業レベルで経営戦略を考えるためにシナリオが用いられる場合、ス

テークホルダーも参加する体制が多い。シナリオ作成プロセスを通じた地域や組織内のキャパ

シティビルディング、情報共有、ステークホルダー間のコミュニケーション促進といった副次

的効果も重視されるためである。つまり、シナリオの解像度やスケールの違いによって、ステ

ークホルダーの参加／非参加については議論の余地がある。 

本プロジェクトについては国家レベルのシナリオ開発であり、上記 2 つの中間に位置づけら

れる。初年度目および 2 年度目は研究者を中心に素案を作成し、それ以降の年度ではステーク

ホルダーからのフィードバックを得ながらシナリオを発展させる段階的アプローチを用いた。 

このように、基本設計は先行研究で示された方法論的枠組みに基づいている。特に、フォアキ

ャスティング型かバックキャスティング型か、ステークホルダーの参加型か非参加型か、とい

った観点などから適切な手法を選択する点が重要である。本プロジェクトでは、これらの要素

を包括的に取り入れ、フォアキャスティングとバックキャスティングの両面からのアプロー

チ、段階的なステークホルダーの参加、後述する定量的シミュレーションの活用など、多角的

な手法の組み合わせを採用した。 
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シナリオ関連研究や過去のトレンドのレビューとシナリオ素案作成 

第 1 のステップとして、既存のシナリオ研究とトランジション研究のレビューを実施し、定

性的シナリオ・ナラティブの案を作成した。具体的には、IPCC による共通社会経済経路(shared 

socioeconomic pathways, SSP)シナリオ (Riahi et al., 2017) や、日本の文脈に適用した日本版 SSP 

(Chen et al., 2020)などを参照したほか、社会システムの劇的な転換が必要となる脱炭素社会への

移行を分析する上で、トランジション研究の理論的枠組みである重層的視座(multi-level 

perspective, MLP）(Geels et al., 2002; 陳ほか, 2022) も参考にシナリオ設計の軸になりうる不確実

で重要な変数を考えた。また、過去のトレンドの分析（付録 7 章）や定量モデリングのメタ分

析（付録 8 章）を参考に、研究チーム内でワークショップを開催し、シナリオの素案を複数パ

ターン作成した。 

例えば、プロジェクトの初年度の 2023 年度は、 MLP で採用されている”ニッチ”・”ランドス

ケープ”により社会変革が生じるという考え方を踏まえたシナリオの第一素案（国内イノベーシ

ョン（ニッチ）の成熟度合い、その他の外圧（ランドスケープ）の強度、という 2 軸）や、”明

るく豊か”というプロジェクトのキーワードに着目した第二素案（将来に希望を持つ人の割合、

経済や意識の開放性の高さ、という 2 軸）を検討した。2024 年度は、これらの初年度の検討を

拡張・深化させるために、専門家ワークショップやシナリオの定量化を進めた。 

 

専門家ワークショップによる定性シナリオ案＆加速戦略案の検討 

第 2 のステップとして、2024 年度に複数回の専門家ワークショップを実施した。シナリオ自

体の検討と加速戦略の議論を効果的に進めるため、テーマを限定した形式を採用した。テーマ

設定にあたっては IPCC や世界経済フォーラムのような国際機関だけでなく、経営戦略論の考

え方も参考にした。例えば、IPCC では、気候変動緩和策の実行可能性（Feasibility）を評価す

る際に 6 つの次元（技術、経済、社会・文化、制度、地球物理、環境）に区分している(Steg et 

al., 2022)。世界経済フォーラムのグローバルリスクレポートでは、地政学、経済、社会、環

境、技術の 5 つの次元で短中長期の世界のリスクを分類している(World Economic Forum, 

2025)。気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）は、 TCFD（気候関連財務情報開示タ

スクフォース）の提言（最終報告書）において気候変動の移行関連リスクを、政策・法規制、

技術、市場、評判の 4 つに区分している (TCFD, 2017)。経営戦略論では、PEST（政治

（Politics）、経済（Economy）、社会（Society）、技術（Technology））や、それに法的

（Legal）、環境（Environmental） を加えた PESTLE という枠組みで、企業を取り巻くマクロ環

境を分析する枠組みが広く定着している。 
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本プロジェクトでは、これらの分析枠組みを参考としつつ、関係する人たちと情報交換をし

ながら、最新の文献や情報を参考にし、他のプロジェクト関係者とも連携しながら、国レベル

のシナリオ開発において特に重要と考えられる以下の 3 つの領域を本年度のワークショップの

テーマとして選定した。 

 

⚫ テーマ 1：倫理と社会 

⚫ テーマ 2：国際関係・地政学 

⚫ テーマ 3：水素・イノベーション 

 

これらのワークショップを通じて、さまざまな視点から意見を集め、今後の方向性を考える

ための貴重な知見を得ることができた。 

さらに研究チーム内部で加速戦略を考える追加的なワークショップを実施した（表 2）。 

 

表 2 2025 年度のワークショップの概要 

日付 テーマ PJ 外部専門家 参加者数 形式 

7/23 社会・倫理 あり 9 名 オンライン 

10/3 国際関係・地政学 あり 11 名 対面 

11/29 水素・イノベーション あり 18 名 対面 

2/17 加速戦略（四手読み） なし 7 名 オンライン 

 

 

11 月までに実施した 3 回のワークショップは、共通の流れに沿って進められた（表 3）。自

由闊達な議論を促すためにチャタム・ハウス・ルールで実施した。 

まず、各回の冒頭で、テーマに関するキーワードを盛り込んだ 2 つのナラティブ案（プロジ

ェクトチームからの提案）を提示した。時間の都合上、2 つの案、「明るく豊かな CN 社会」と

「暗く貧しい CN 社会」について議論を行った。 

最初の分科会（分科会 1）では、これらのナラティブ案に対する参加者からのコメントを集

め、プロジェクト全体のナラティブ案についての意見や情報を収集した。次に、分科会 2 で

は、どのようにしてそのナラティブにたどり着くか、または避けるかという方法について話し

合い、プロジェクト全体の加速戦略に関する情報収集を目的とした。 
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表 3 ワークショップのタイムスケジュール（7 月 23 日オンラインワークショップの例） 

 

時間 内容 

15:00-15:10 イントロダクション 

（JST シナリオプロジェクトの紹介、趣旨説明、スケジュール） 

15:10-15:15 昨年度までの進捗、現時点のナラティブシナリオ案の説明 

15:15-15:45 分科会①：自己紹介＋ナラティブシナリオ案に対するコメント 

15:45-15:55 休憩＋ナラティブシナリオ案の修正 

15:55-16:20 分科会②：2050 年への経路とその可能性 

16:20-16:30 全体討議 

 

 

各回のワークショップでは、4 つの Google スライドでオンライン上の付箋で書き込んだメモ

が得られた。これを 3 回分集めると、全部で 12 個のメモになった。これらのメモをまずリスト

化し、コメントを変数の形で解釈して、最初のシナリオの軸の候補変数リストを作った。社

会・倫理最初版の変数は 36 であり、国際関係・地政学最初版の変数は 83 であり、水素・技術

最初版の変数は 121 であった。３つのワークショップの変数に基づいて、７項目、47 キーワー

ドを得られた。3 つのワークショップで収集した最初版の変数をまとめており、それを生成人

工知能 ChatGPT に入力し、７つの項目でまとめた4。その後、人の手によって確認・修正を行

った（表 4）。また、シナリオのナラティブ作成の際にもワークショップのキーワードを参考

にした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
4 ChatGPT prompt: 「日本の脱炭素のシナリオを考えています。専門家でブレインストーミング

しました。以下が多数のアイデアです。以下のアイデアを全て落とさず、7 つ程度の関連する

項目に分類してもらえますか。項目名は 40 字以内で考えてください。」 
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表 4 ３つのワークショップから得られたキーワードと変数 

 

シナリオで重要になる

と考えられる変数 

ワークショップで得られたキーワード 

社会構造の変化と 

公平性 

地方と都市部の教育格差・技術格差  

地方と都市部の資源循環へのアクセス格差 

公平な分配と経済成長の両立可能性 

世代間格差の倫理的側面 

移民流入による社会の変化（高技能または低技能労働者） 

所得格差の拡大やエネルギー貧困 

中央と地方の権力バランスと分配 

技術革新と 

エネルギー政策 

水素技術の開発と導入 

再生可能エネルギーの普及促進 

炭素税や省エネインセンティブの影響 

インフラ転換の課題（都市ガスや鉄道など） 

二酸化炭素回収・利用・貯留(CCS や CCU)などの技術利用 

エネルギー輸送・蓄積・再利用の手法 

産業構造と 

経済競争力 

グリーン産業政策の方向性（製造業 vs サービス業） 

日本企業の競争力向上と輸出戦略 

国内での研究開発と人材育成 

海外技術依存と国際競争における日本の弱体化 

国内産業の移転防止と国内雇用維持 

国際関係と 

地政学的課題 

中国・インド・EU・米国などの動向と影響 

WTO や FTA の役割と国際規制 

資源ナショナリズムと資源リサイクル 

国際協調と気候変動への対応 

貿易措置や新しいルール作り 

米中のグリーン投資競争（グリーンマーシャルプランなど） 

国際的権力構造と日本の立ち位置 

社会的価値観と 

倫理 

脱炭素と生活水準維持のバランス 

社会の価値観 

生活の質、生きがいと倫理的選択 

エネルギーシステムにおける公共の受容 

グリーン水素や CN 製品のトレンド化 
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気候変動対応と 

災害対策 

自然災害の頻発と国際認識の変化 

気候変動の悪化と移住といった極端な適応策の必要性 

災害対応の強化（自衛隊出動を含む） 

気候難民と社会の対応 

環境教育や啓蒙活動 

政策形成と 

意思決定プロセス 

・人材育成 

脱炭素政策とグランドデザインの明確化 

科学と政策の接続 

国際的に卓越した人材の育成 

政策失敗の分析と未来への反省 

日本独自のルール形成か国際協調か 

 

定性シナリオ案＆加速戦略案のブラッシュアップ 

複数の外部専門家ワークショップを順次実施したのち、研究チーム内部でのワークショッ

プ・議論を実施することで、外部専門家ワークショップの結果を定性的シナリオ・ナラティブ

や加速戦略の案に反映しながらブラッシュアップを行っている。なお、これらの内部ワークシ

ョップでは、開発したシナリオの検討に加え、「加速戦略」の具体化に向けた議論も行った。

なお「加速戦略」の検討は、シナリオ設計プロセス全体の中では「評価」段階に位置すると解

釈できる。 

「定性シナリオ・ナラティブの作成」→「定量化の試行」→「解釈」という一連の流れの中

で、政策立案や加速戦略のほか、前述したような望ましくない未来の回避策などについても議

論を展開した。 

このように、本プロジェクトでは既存研究（複数のシナリオ研究を含む）のレビューとそれ

に基づく基礎的シナリオの作成、専門家の知見を取り入れたシナリオの精緻化、そして具体的

な戦略の検討を、段階的かつ有機的に結びつけながら進めている。複数回のワークショップか

ら得られた知見は、シナリオ案および加速戦略案のブラッシュアップに活用されている。この

プロセスは一方向的なものではなく、各要素を相互に関連づけながら反復的に検討を重ねる形

式で進めた。 
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2.3. 統合評価モデルによる定量化 

開発した定性ナラティブを表現する定量シナリオを導出した。初めに、３つのワークショッ

プから得られた７つの変数とそれらの変数の相関関係、シナリオのわかりやすさを踏まえて、

シナリオの分岐点を設定した。また、ナラティブと定量シナリオを接続するための変数を特定

したのち、統合評価モデルを用いて、それらのナラティブの定量化を試みた。 

実際に利用したモデルは、京都大学が開発した AIM-Technology-Japan である（Oshiro et al., 

2021; Oshiro & Fujimori, 2024）。対象期間を 2020 年から 2050 年、地域を日本に設定し、2050

年までのエネルギーシステムの姿を数値的に示すシミュレーションを行った。 

 分析の主な目的は 2 点ある。第 1 に、定性的シナリオで想定したエネルギー構成等が得られ

るかどうかの検証、第 2 に、定性的シナリオでは検討していない変数の確認・分析である。 

モデル分析においては、温室効果ガス排出量に関してはネットゼロという制約を共通の前提

として設定している。これは、先述のバックキャスティング的アプローチに基づくものであ

る。一方、その他のパラメータについては、フォアキャスティング的な観点から幅広いバリエ

ーションを検討している。具体的には、将来のエネルギーサービス需要、再生可能エネルギー

や水電解装置のコスト低減、輸入水素・輸入バイオマス資源の価格などの要因について、複数

のケースを設定し、シナリオ毎に異なる想定を与えている。これらの定量分析の結果は、先に

構築した定性的シナリオの各次元と整合的な形で統合し、数値情報とナラティブな記述を組み

合わせた総合的なシナリオとして提示することを目指している。 

 

2.4. 情報技術（共同編集ツールや生成人工知能）の活用 

本研究プロジェクトは作業効率化のために、さまざまな場面で最新の情報技術（IT）や生成

人工知能（AI）を活用した。 

ワークショップでは、多人数が書き込む付箋を整理するために、紙のポスターや付箋紙では

なく Google Slides を用い、効率的に共同編集を行った。IT に慣れていない方がいることも考慮

し、研究チーム側が適宜 IT のサポートを行うなど、平等な参加環境を工夫した。 

また、Google Slides 上の付箋の情報など、さまざまなテキスト情報を効率的に扱うため、適

宜、生成 AI（ChatGPT など） を活用した。これにより、労働集約的な作業の一部を効率化する

ことができた。生成 AI の結果は、研究者が確認し、報告書などに活用している。 
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3. レビュー 

3.1. 過去のトレンド 

過去のトレンドの調査項目 

シナリオの検討に活かすために、気候変動に関連した過去のトレンドを以下の点についてま

とめた。 

1 気候変動緩和政策の推移と現状（付録 7.1 節） 

2 エネルギー政策の推移と現状（付録 7.2 節） 

3 エネルギー政策と技術（付録 7.3 節） 

4 エネルギー需要の政策と技術 （付録 7.4 節） 

5 緩和技術・オプションのイノベーション（付録 7.5 節） 

6 グローバル気候ガバナンスにおける日本の役割（付録 7.6 節） 

7 日本人の環境問題に対する意識（付録 7.7 節） 

以下、付録の過去のトレンドのまとめを踏まえて、主要な論点を述べる。 

 

イノベーション政策で脱炭素を試みる日本 

2013 年から産業、運輸、民生といった主要部門で温室効果ガス排出量を着実に削減している

ものの、省エネルギーの進展の停滞などを踏まえると、日本の目標である 2050 年カーボンニュ

ートラル（正味ゼロ）を達成するには大幅な追加対策が必要である。現在、日本は大規模な産

業政策・イノベーション政策で脱炭素を試みている。 

かつて、日本は気候変動対策において、リーダーとは呼べないにしろ、一定の貢献をしてき

ていた。京都議定書が合意された 1997 年には初の量産型ハイブリッド車が販売され、また産業

部門や製品の省エネルギー技術で世界をリードしていた。 

しかし、最近では世界に遅れる傾向があり、国連の会議では環境保護団体から化石賞を授与

されるなど話題になった。日本政府は日本の温暖化対策を目標通りという意味でオントラック

と説明しているが、環境団体からは批判もある。国際的には最近では石炭火力発電の途上国の

支援を続けていることなどでも批判を受けている。電気自動車の新車販売に占める割合も少な

い（その代わりに日本はハイブリッド車が多く売れている）。 

とはいえ、日本の対策も着実に進展しているところがある。2011 年 3 月 11 日の東日本大震

災とそれに伴った東京電力福島第一原子力発電所は電力業界に大きな変化をもたらした。2012

年に本格導入された固定価格買取制度や関連制度のおかげで、再生可能エネルギーの普及は進

み、太陽光発電を中心に大きく導入が進んだ。 

また、最近ではグリーントランスフォーメーション（GX）という名前の元、脱炭素と経済成

長を目指す一連の政策パッケージが打ち出されている。特に投資の大幅拡大と技術イノベーシ
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ョンが推し進められている。政府の 20 兆円の投資を呼び水に、官民で 10 年間にわたって 150

兆円を投資する方針が示され、具体的に洋上風力、次世代原子力、水素還元製鉄、CCS など、

様々な技術分野で先行投資が進んでいる。（投資の原資は国債（移行債）を発行し後で賦課金

や排出量取引で回収する仕組みになっている）。 

 

日本の不確実性：イノベーション競争と社会の意識 

今後気になるのが、技術イノベーションの開発競争と国民の認識、また日本独自の特徴であ

る。 

イノベーションについて振り返ると、2000 年ごろ日本は太陽光発電で生産量世界 No. 1 であ

り、市場シェアは 50%を占めていた。しかし現在、市場競争に負けて生産シェアは 1%を切っ

ている。GX 政策でもペロブスカイトなどの太陽光発電が推進されているが、イノベーション

の競争は根本的に不確実であり、この上に産業政策などが複雑に絡む中、日本が推進する技術

イノベーションが国際市場で勝つ保証はない。また水素やアンモニアを重要な技術として脱炭

素技術として位置づけ、輸入を考えているが、イノベーションが順調に進むのか、またサプラ

イチェーン上のリスクが生じないかと様々な問題がある。 

もう一つの重要な側面は、気候変動対策に対する国民の態度である。複数の世論調査をレビ

ューすると、日本人は地球温暖化対策について問題として認識しているが、対策については負

担感があり、我慢を強いるものとの理解が強い。今後、温暖化対策が加速し、排出量取引や化

石燃料への賦課金が実施されれば、対策が国民にとって、より「目に見えるもの」になる。そ

の際、国民が強力な政策を本当に支持できるかどうかは、大きな課題である。既に起きている

メガソーラーへの反対運動などはこうしたことの先駆けとも捉えられるかもしれない。また国

際的に見たときの考え方の違いは、日本が（長期的に見たとき）欧米や新興国に気候変動政策

でついていけるかという根本的問題もでてくる。 
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3.2. シナリオのレビューとメタ分析 

すでに日本では、カーボンニュートラルや脱炭素に関して多くの資料が公開されている（定

量的なものとしては、エネルギー基本計画の検討で用いられたシナリオ群や、Sugiyama et al., 

2024 などがある）。しかし、定性的なシナリオ・ナラティブの研究はきわめて限定的である5。 

ここでは、より多くの研究がある定量的なシナリオに絞ってメタ分析を行った（付録 8 章）。

公開されているシナリオを収集し、モデル研究グループに直接依頼し、公開されているデータ

ベースなどを活用することで、日本のネットゼロに関する分析を行った。 

詳細な変数の入力可能性の制約から、精緻な分岐分析は行えなかったが、エネルギー構成や

電源構成など、基本的な変数について簡易なメタ分析を試みた。 

メタ分析から分かることをまとめると、第一に、脱炭素には多数の道筋があり、一意に決ま

るものではないということが挙げられる。電源構成一つとっても、再生可能エネルギーを非常

に重視するシナリオもあれば、原子力に重きを置くシナリオも見られる。また、2050 年時点の

排出構成や残余排出量もシナリオによって大きく異なる。 

一方で、共通点が見られる部分もある。これは多くの研究でもすでに指摘されていることだ

が、電源の脱炭素化やエネルギー需要側の電化率の向上などは非常に堅固な結果となってい

る。ただし、具体的な数値となると幅がある点には注意が必要である。 

 

 
5 日本の地球温暖化緩和策／排出削減策に関するシナリオ研究は膨大である。ただ、多くの既

往研究は、70％や 80％削減を目標に設定したものであり、カーボンニュートラルの研究は菅首

相（当時）の 2020 年の宣言やそれ以降に加速した。また、定性的なナラティブと定量的なモデ

リングを組み合わせた研究としては「2050 日本低炭素社会」プロジェクトチーム (2007)が特に

有名である。 
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4. 3本のカーボンニュートラル（CN）社会シナリオ暫定版 

4.1. ３本のシナリオの分岐 

これまでに実施した 3 回のシナリオワークショップでの主要な論点を踏まえ、2 つのナラテ

ィブの分岐点を設定した。また、ナラティブと定量シナリオを接続するための 3 つの変数を特

定し、それらの定量化を試みた。 

まず、最初のナラティブの分岐点は「日本の GX（グリーントランスフォーメーション）政

策の成否」である。この政策が成功した場合、次の分岐点として「グローバリズムの拡大」ま

たは「ナショナリズムの拡大」が考えられた。これにより以下の 3 つのシナリオが得られる。 

 

⚫ 「明るく豊かな国際協調型 CN 社会―脱炭素コスモポリタン」 

⚫ 「明るく豊かな自給自足型 CN 社会―エコ・ナショナリズム」 

⚫ 「暗く貧しい CN 社会―社会の崖っぷち」 

 

各シナリオとワークショップの項目との対応は以下のようになる（表 5）。 
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表 5 ワークショップで得られた変数とシナリオの対応 

 

変数 
明るく豊かな 

国際協調型 CN 社会 

明るく豊かな 

自給自足型 CN 社会 

暗く貧しい 

CN 社会 

国際関係と地政学

的課題 

グローバリズム ナショナリズム ナショナリズム 

産業構造と経済競

争力 

海外投資（金融業・

サービス業）＆研究

開発中心 

製造業中心 現状延長 

政策形成と意思決

定プロセス・人材

育成 

健全 健全 分断 

技術革新とエネル

ギー政策 

海外水素の積極活用 

 

国内再エネの積極活用 現状延長＋二酸化

炭素除去（ＣＤ

Ｒ）と海外炭素ク

レジットの活用 

社会的価値観と倫

理 

オープンな価値観 クローズドな価値観 自己中心的 

社会構造の変化と

公平性・格差 

格差大 格差中（１億総中流） 格差小（等しく貧

しい） 

気候変動適応と災

害対策 

世界の気候変動の被

害を見て対策が加速 

日本の気候変動の被害

を見て対策が加速 

気候変動影響が深

刻化するが、災害

と温暖化を人々は

結びつけない 

 

 

これを定量化するために輸入資源価格、再生可能エネルギー価格、国内のサービス需要につ

いて、AIM-Tecnhology-Japan のデフォルト想定を基準に数値を振った。具体的には以下のよう

になる（図 5）。 
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① 日本の GX 政策が成功した場合 

● 日本の GX 政策が成功し、かつ、グローバリズムが拡大すると、「明るく豊かな国際協

調型 CN 社会」が実現する。このシナリオでは、 

✓ 輸入資源価格は低く抑えられ（デフォルト値の 1/2 倍）、 

✓ 国内の再生可能エネルギーコストは高止まりし（デフォルト値で推移）、 

✓ 製造業の海外移転が進む（資源効率性・行動変容による低エネルギー需要を想定した

既存シナリオの値を援用） （Oshiro et al. 2021）。 

● 日本の GX 政策が成功し、かつ、ナショナリズムが拡大すると、「明るく豊かな自給自

足型 CN 社会」が形成される。このシナリオでは、 

✓ 輸入資源価格は高騰するものの（デフォルト値で推移）、 

✓ 国内の再生可能エネルギーコストは低下し（デフォルト値の 1/2 倍）、 

✓ 国内製造業が維持・強化される。 

② 日本の GX 政策が失敗した場合 

● 日本の GX 政策が失敗した場合、ナラティブの第二の分岐点は生じず、「暗く貧しい

CN 社会」となる。ここでは、 

✓ 輸入資源価格が高騰し（デフォルト値で推移）、 

✓ 国内の再生可能エネルギーコストも高止まりし（デフォルト値で推移）、 

✓ 国内製造業の維持が困難となる（資源効率性・行動変容による低エネルギー需要を想

定した既存シナリオの値を援用） (Oshiro et al., 2021)。 

 

 
図 5 ナラティブの分岐点と暫定的定量化の関連性 
 

以下、各シナリオについて、全体的なナラティブ・シナリオ、またそれぞれのシナリオの 2

つの側面についての時系列について例として記す。 
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4.2. シナリオ A: 明るく豊かな国際協調型 CN社会―脱炭素コ

スモポリタン 

• 経済成長の恩恵がすべての層に行き渡り、エネルギー貧困は存在しない 

• 倫理的消費と高い生活の質  

• クリーンな製品と倫理的選択が標準化し、生活の質が向上 

• 国際機関との連携により科学と政策が結びついた意思決定が実現 

• 日本は国際政策形成の場で積極的に貢献しエネルギー分野でのリーダーシップを発揮 

• グローバルな水素インフラの整備と、地政学的障壁の少ない技術協力体制 

• グリーン水素主導の持続可能な技術革新  

• 効率的な技術革新と水素エネルギーの広範な導入による新たな雇用と産業の創出 

• 政治の安定と透明性、市民の声が反映された包摂的意思決定  

• AI と技術革新が社会課題（気候変動など）を解決に導いている  

• 公共交通や脱炭素車の普及で快適かつ持続可能な暮らし 

 

この社会では、経済成長率が高

く、すべての社会層にその恩恵が

行き渡っている。社会的公平性が

確保され、資源は公平に配分さ

れ、エネルギー貧困の問題は存在

しない。しかし、グローバル化が

進む中で経済格差は拡大してお

り、金融業やサービス業の発展に

より、一部の層が特に恩恵を受け

ている。 移動手段としては、個人

所有またはシェアリングの脱炭素

のクリーンな自動車が普及してお

り、公共交通機関も充実してい

る。世界各地での異常気象や自然災害の増加を受け、気候変動への対策が加速している（図

6）。  

政治環境は安定し、透明性が確保され、すべての市民の声が包摂されている。政府は積極的

に持続可能な政策を推進し、長期的な視点で社会の発展を支えている。また、国際協調のも

と、日本独自のルール形成と国際的な政策調整の場での活躍が強化されている。国際機関と連

携しながら、科学と政策の接続を重視した意思決定プロセスが確立されている。この社会で

は、国際関係が安定し、多極的な世界が形成、国際協力が活発に行われる。 

図 6  シナリオ A のイメージ図．CHATGPT へのプ

ロンプト：「明るく豊かなカーボンニュートラルな

社会（国際協調型）の映像を作ってください。」

（CHATGPT 4O による AI 生成画像, 2025） 
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エネルギーや水などの共有資源は、多国間協定と協力によって公平に管理され、資源を巡る

対立は最小限に抑えられている。また、技術開発において地政学的な障壁はほとんどなく、革

新が促進され、グローバルな問題解決のための協力体制が確立されている。特に、日本のエネ

ルギー供給は海外水素に依存しており、安定供給確保が国家の最重要課題となっている。  

AI は各国の経済成長、防衛、技術革新の能力を向上させるだけでなく、気候変動をはじめとす

るグローバルな課題解決にも貢献し、国際的な協調をさらに強化している。 

この社会では、主にグリーン水素が生産され、環境への影響を最小限に抑えた持続可能なエ

ネルギーシステムが実現されている。政府は助成金や明確な規制を提供し、十分な研究開発投

資、規模の経済、政策支援により、水素は経済的に競争力を持ち、さまざまな分野での採用が

進んでいる。技術革新が加速し、水素の生産・輸送・貯蔵・利用技術が高度に発展。電力、運

輸、産業などの多様な分野で水素が統合的に活用され、世界中に水素インフラが整備されてい

る。 

さらに、公衆の水素エネルギーへの受容と熱意が高く、熟練した労働力が水素関連のイノベ

ーションと雇用創出を後押ししている。水素をはじめとするカーボンニュートラル（CN）製品

がトレンドとなり、企業や消費者の間で「クリーンで持続可能なライフスタイル」が重視され

ている。倫理的な選択が社会全体で浸透し、生活の質や生きがいの議論も活発化している。 ま

た国際的に卓越した人材の育成が進み、日本はエネルギー・環境分野におけるグローバルリー

ダーとしての地位を確立している。教育機関や企業が連携し、次世代の専門家や技術者が育つ

環境が整えられている。  

ナラティブの開発を考慮し、本プロジェクトのワークショップでいくつかのあり得るタイム

ラインを作成した。図 6 にイメージ図を、表 6 と表 7 に２つの代表的なタイムラインを示す。 
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表 6 「明るく豊かな国際協調型社会」社会の大まかなタイムラインの例（技術） 

 

 

2030 

 

2035 

 

2040 

 

2050 

日本では水素エネル

ギーが再生可能エネ

ルギーよりも主流と

なり、エネルギーシ

ステムの基盤となっ

ている。しかし、こ

の選択が本当に最適

なのか、持続可能性

の観点から議論が続

いている。世界の市

場の動向によって

は、日本のエネルギ

ー戦略の柔軟な対応

が求められるだろ

う。 

国際的なクレジット

取引制度の交渉が難

航。各国の思惑が絡

み合い、炭素市場の

枠組みがなかなか整

わない。日本は技術

力を持ちながらも、

外交交渉の難しさに

直面し、制度の不確

実性に対処する必要

に迫られている。 

気候変動の影響がよ

り顕在化し、国際交

渉の壁が突如として

打破された。これに

より、各国の協力が

進み、日本は「アジ

ア・ゼロエミッショ

ン・コミュニティ

（AZEC）」の一員と

して、二酸化炭素の

輸出を積極的に行う

ようになった。この

取り組みは、アジア

地域全体の脱炭素化

を加速させる重要な

役割を果たしてい

る。 

日本は二酸化炭素回

収・利用・貯留

（CCUS）技術の分野

で世界をリードする

国となった。長年の

投資と国際協力が実

を結び、革新的な技

術が次々と開発さ

れ、世界の脱炭素化

に大きく貢献してい

る。日本の CCUS 技

術は新興国にも輸出

され、グローバルな

気候対策の要となっ

ている。 
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表 7 「明るく豊かな国際協調型社会」社会の大まかなタイムラインの例（ポスト産業・文化

経済型） 

 

 

2030 

 

2035 

 

2040 

 

2050 

日本の教育制度が大

きく変革された。大

学のグローバル化が

進み、留学生や海外

の教授が増加。これ

により、世界と競争

できる人材が育ち、

日本の知的資本が強

化される。 

日本人の英語コミュ

ニケーション能力が

大幅に向上し、国際

的なビジネスや研究

の場で活躍する人材

が増加。グローバル

化した経済の中で、

日本のプレゼンスが

さらに高まることと

なった。 

日本企業は海外で製

品を製造し、それを

国内に輸入する形態

が一般的になった。

国内の技術者は育つ

ものの、就業機会の

多くは海外にある。

しかし、Scope3 排出

規制の厳格化によ

り、海外生産に伴う

現地の排出量や、観

光業による間接的な

CO₂排出が懸念され

るようになってき

た。 

日本は「ものをほと

んど作らない社会」

へと変貌した。クリ

ーン電力のみを使用

し、観光・文化産業

を中心とした経済モ

デルへ移行。GDP の

多くが文化・観光業

から生み出される

「テクノロジー主導

のギリシャ」のよう

な国となった。世界

全体で Scope1・2 の

排出がゼロになり、

結果として Scope3 も

ゼロに近づいた。 
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4.3. シナリオ B: 明るく豊かな自給自足型 CN社会―エコ・ナ

ショナリズム 

• 政策は科学的根拠に基づき、長期的な国家戦略が明示されている  

• 技術開発と教育を支える人材育成政策が充実  

• 地域循環型経済の確立により、地方経済の持続可能性が重視される 

• 防災・適応のための都市計画やインフラ設計が未来志向で標準化  

• 高い環境意識と制度整備により、持続可能な社会が実現されつつある  

• カーボンニュートラル製品やライフスタイルの選択は、自由より制度的誘導が主 

• 外交は地政学的リスクへの慎重な対応が中心  

• 国内再エネ・製造業が中心となった産業構造と雇用の確保  

• 自動車・水素技術における国内競争力の強化  

• 資源と技術の国内確保を徹底、国産志向が高まり価値観はやや閉鎖的  

 

 

この社会では、ナショナリズム

の傾向が強まり、国際協調よりも

自国のエネルギー・経済の自立を

重視されている。貿易協定や国際

機関との関係は維持されつつも、

経済安全保障の観点から資源の国

内確保が最優先され、再生可能エ

ネルギーの国内生産や製造業の強

化が推進されている。地政学的な

対立が激化する中で、エネルギー

供給の安定を図るために、日本は

外交戦略を慎重に調整する必要が

ある。 

産業構造は製造業を中心に強い

国内市場を維持し、再エネ関連の設備・技術の開発と普及が国内産業の主力となっている。自

動車産業は電動化と水素技術を並行して発展させ、国内競争力を確保。輸出よりも国内需要を

優先し、技術開発力の強化と生産拡大を進め、産業競争力の維持に国家的支援が行われてい

る。  

政策形成は健全で、科学的知見に基づいた意思決定が行われている。政府は長期的なカーボ

ンニュートラル戦略を明確にし、教育や人材育成にも注力。特にエネルギー政策分野の人材育

図 7  シナリオ B のイメージ図. CHATGPT へのプロン

プト：「明るく豊かなカーボンニュートラルな社会（自

給自足）の映像を作ってください。」 

（CHATGPT 4O による AI 生成画像, 2025） 
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成を進め、国内での技術開発力が強化されている。こうした取り組みを一貫性を持って進める

ため、政府はエネルギー自給自足モデルを強化する基本構想（グランドデザイン）を策定して

いる。 

エネルギー政策では、国内の再生可能エネルギーが中心となり、水素技術の活用も進んでい

る。輸入依存を減らすため、風力・太陽光・地熱の導入が加速し、自給率向上が目指されてい

る。政府は補助金や規制で再エネの普及を支援し、インフラ整備を推進。さらに、エネルギー

政策と科学技術を強化し、脱炭素実現のための研究機関と政府の協働が制度化されている。  

国内の社会構造は、「一億総中流」に近い形に再構築され、格差は一定程度抑えられている。

地方と都市の格差は残るものの、政府の分配政策により是正が進み、生活水準は比較的安定。

地域循環型の経済システムが確立され、地方経済の持続可能性が重視されている。高齢化に適

応した福祉政策も整備され、持続可能な社会を目指している。 

価値観は比較的閉鎖的で、国内の資源や技術に対する依存が強まり、内向きの社会が形成さ

れる。環境意識は高いものの、持続可能なライフスタイルの選択が政府の政策主導による形と

なり、公共の受容が求められる。カーボンニュートラル製品は義務的な選択肢として導入さ

れ、国内普及が進む一方、生活水準とのバランスや消費の選択肢の制限への懸念も指摘されて

いる。  

気候変動への適応策は、日本国内での自然災害の増加を受けて強化され、防災対策や適応策

が重点的に進められている。災害対応能力が向上し、都市計画やインフラ整備において気候変

動の影響を考慮した設計が標準化されている。また、過去の災害経験から得た教訓を政策に反

映し、気候変動リスクを最小限に抑えるための未来志向の政策立案が進められている。 

ナラティブの開発を考慮し、本プロジェクトのワークショップでいくつかのあり得るタイム

ラインを作成した。図 7 にイメージ図を、図 8 および表 8 と表 9 に２つの代替的なタイムライ

ンを示す。 
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表 8 「明るく豊かな自給自足型社会」社会の大まかなタイムラインの例（再生可能エネルギ

ーと農業の融合） 

 

 

2030 

 

2035 

 

2040 

 

2050 

遠洋洋上風力発電や

太陽光発電の導入に

前向きな自治体や漁

業組合が増加し、地

域レベルでの再エネ

推進の動きが活発

化。かつて慎重だっ

た地方も、経済的・

環境的メリットを理

解し、積極的にエネ

ルギー転換を進める

ようになっている。 

薄膜太陽光パネルな

どの「どこでも発電

できる技術」が大量

に開発され、都市

部・地方問わずエネ

ルギーを効率的に生

産できる環境が整っ

てきた。これによ

り、日本のエネルギ

ー自給率が大幅に向

上した。 

遠洋洋上風力発電が

安価かつ大規模に導

入され、農地でも太

陽光発電との共存が

可能になる技術が実

用化された。しか

し、日射量の制約が

ある作物のため、ソ

ーラーシェアリング

の普及には限界があ

る。また、食料の国

内生産回帰が進む兆

しも見られる。 

日本国内で導入可能

な再生可能エネルギ

ーはすべて展開さ

れ、自給自足型のエ

ネルギー供給が確立

された。日照量が少

なくても成長できる

作物が開発され、農

業技術の進歩によっ

て気候変動の「施肥

効果」も生産性向上

にプラスに働いてい

る。 
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表 9 「明るく豊かな自給自足型社会」社会の大まかなタイムラインの例（コミュニティエ

ネルギーと分散型経済） 

 

 

2030 

 

2035 

 

2040 

 

2050 

大企業ではなく、中

小規模のコミュニテ

ィファクトリーが増

加。地方分散型のも

のづくりが拡大し、

地域経済と環境の両

立を目指した新たな

産業構造が形成され

つつある。 

地方での新産業創成

が進み、地域経済が

活性化。しかし、海

外での再エネ開発が

急速に進んだことに

焦った化石燃料輸出

国が、大量の化石燃

料を市場に放出。こ

れにより、一時的に

化石燃料価格が下落

するが、日本は短期

的なコストではな

く、長期的な持続可

能性を重視し、再エ

ネ推進の方針を貫

く。 

すべての公立学校が

コミュニティエネル

ギーによって電力を

賄うようになった。

さらに、強力なリー

ダーシップのもと、

炭素税やカーボン国

境調整メカニズム

（CBAM）が導入さ

れ、国内産業の脱炭

素化が加速。地域エ

ネルギーの価値が一

層高まった。 

全国にコミュニティ

エネルギー（自治体

や NPO 新電力、第三

セクターによる発電

事業）が広がり、地

域ごとに独自のエネ

ルギー供給体制が確

立された。これによ

り、大手電力会社に

依存しない持続可能

なエネルギーモデル

が確立されている。 
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4.4. シナリオ C: 暗く貧しい CN 社会―社会の崖っぷち 

• 政治腐敗と一貫性のない政策で市民の信頼が崩壊  

• 自己中心的な社会価値観が蔓延し、社会的連帯が希薄  

• AI による監視・偽情報の拡散が進み、自由や安全保障が脅かされている  

• 国際関係は緊張し、ナショナリズムや紛争が頻発 

• 各国が自国利益を優先し、資源・技術を囲い込む構造  

• 国際協調は名ばかりで、実質的な連携や技術共有は停滞  

• 日本は人材も資源も確保できず、国際的な影響力を失うが、外圧で CN は継続 

• 気候変動の影響が顕在化しても、政府の対応は遅れ、被害が拡大 

• 経済成長率は低迷し、全体が低水準の生活に  

• 食料・エネルギー価格の高騰で日常生活が維持困難  

• 冷暖房など基本的インフラの利用が制限され、健康被害（例：熱中症）も深刻化  

• 水素エネルギーは非効率かつ高コスト、関連技術は停滞  

• 人材流出・訓練不足により、技術革新や産業の再生が見込めない 

• 地政学的対立が深まり、技術の進展やグローバル対応を妨げる要因に  

 

この社会では、経済成長率が低

く、社会的公平性が欠如し、資源配

分には大きな格差が存在する。格差

は小さいが、それは経済の停滞によ

り、全員が低い生活水準を強いら

れ、食糧やエネルギー価格の高騰で

生活の維持が困難になっている。 

エネルギー貧困が深刻化し、移動手

段が限られ、多くの人々が移動に困

難を抱えている。エアコンの利用が

制限され、熱中症の被害も増えてい

る。 政治環境は不安定で腐敗が横

行し、政府の対応は後手に回る。短

期的な利益を優先され、持続可能な政策が実施されず、エネルギー・環境政策の一貫性も欠如して

いる。 

規制が一貫性を欠き、国際貿易も限定的。水素技術への認知度が低く、労働力の訓練も不

足。水素技術の発展は停滞し、カーボンニュートラル社会の実現が難しい。人材流出が続き、

図 8  シナリオ C のイメージ図. CHATGPT へのプ

ロンプト：「社会格差が高い、経済成長は低い、貧

しいカーボンニュートラルな社会の映像を作ってく

ださい。」（CHATGPT 4O による AI 生成画像, 

2025） 
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エネルギー政策を支える人材が不足。国際社会との連携も困難になっている。AI が偽情報拡散

や監視を助長し、国際関係や安全保障を不安定にする要因となっている。 

国際関係は緊張し、各国がエネルギーと資源を自国の利益のために囲い込む。ナショナリズ

ムが強まり、紛争や領土問題が頻発し、地政学的安定性が低下している。一方で、一部の国では

炭素除去技術や海外クレジットを活用し、形式的なグローバルな共有資源管理において協力は

ほとんど見られない。地政学的対立が技術開発の障壁となり、各国が自国の安全保障を最優先

して資源や技術ノウハウを囲い込む傾向が強まっている。世界はブロックに分かれるが、逆説

的にブロック同士でクリーンエネルギーの技術覇権をめぐって競争が起き、国際的には脱炭素

のイノベーションが進む。 

一方、日本では技術革新は進まず、エネルギーインフラの老朽化と競争力の低下が進行。水

素エネルギーの発展が停滞し、水素インフラも整備されず持続可能なエネルギー転換が実現で

きていない。ブルー水素の生産は CO₂回収が不完全であり、負の炭素除去技術への依存が高ま

る一方で、持続不可能なバイオマス資源の利用が進み、環境破壊が深刻化している。水素のコ

ストが高いため、エネルギー市場において競争力がない。水素の生産・輸送・貯蔵・利用技術

は非効率的である。 

また、社会的価値観は自己中心的な傾向を強め、短期的な利益や個人の生存を最優先する風

潮が支配的になっている。脱炭素と生活水準のバランスを考慮する余裕はなく、多くの人々が

日々の生活に追われている。 一部の裕福な層は、エネルギーを自由に使える環境にあるが、そ

の他の市民には制約が強いられ、持続可能なライフスタイルの選択は事実上の強制となってい

る。  

気候変動の影響は顕著になり、異常気象や災害が頻発する。 政府は気候変動との関係を認識

せず、対応が遅れ、都市インフラの老朽化が進んでいる。  

ナラティブの開発を考慮し、本プロジェクトのワークショップでいくつかのあり得るタイム

ラインを作成した。図 8 にイメージ図を、表 10 と表 11 に２つの代表的なタイムラインを示

す。 
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表 10 「暗く貧しいＣＮ社会」の大まかなタイムラインの例（経済破綻と AI 格差社会） 

 

 

2030 

 

2035 

 

2040 

 

2050 

個人主義が極端に広が

り、「自分さえ良けれ

ばいい」という価値観

が浸透。情報技術を

持つ者と持たない者

の間で格差が急拡大

し、社会全体の分断

が深まる。デジタル

リテラシーのある

「エリート層」と、

そうでない一般層と

の経済格差が新たな

社会問題となる。 

多くの若者が情報系

の専攻に進学し、IT

分野への就職を目指

すようになった。し

かし、技術職が急増

する一方で、他の産

業は深刻な人手不足

に陥り、日本の産業

バランスは崩壊し始

める。 

AI を活用したコンテ

ンツ産業が急成長

し、一時的にバブルが

発生。しかし、日本は

IT 機器を国内で生産

できず、海外からの

輸入に頼るしかな

い。政府は補助金で IT

産業を支えるが、根本

的な解決にはなら

ず、経済の脆弱性は

増していく。 

日本は一度財政破綻

し、円が暴落。長年の

経済的な歪みが限界

に達し、日本経済は

未曾有の危機に陥っ

た。政府の補助金政策

が IT 機器の価格高騰

を招き、バブルが発

生。一時的な景気回

復の後、バブル崩壊

による経済危機が国

全体を襲う。 
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表 11 暗く貧しいＣＮ社会の大まかなタイムラインの例（エネルギー貧困と政策の失敗） 

 

 

2030 

 

2035 

 

2040 

 

2050 

政府は再生可能エネ

ルギー導入のための

明確な政策を発表。

しかし、反対運動が

激化し、導入は思う

ように進まない。風

力発電や太陽光発電

の建設に対する地域

住民の反発が続き、

国のエネルギー転換

は遅延。そんな中、

「日本版イーロン・

マスク」が政治に進

出し、大胆なエネル

ギー政策を掲げる

が、その影響は未知

数である。 

政府の再エネ政策やグ

リーントランスフォー

メーション（GX）施策

は失敗。デマンドレス

ポンス（DR）など電

力需給調整の対策が

進まず、結果として再

エネの導入がコスト増

加につながる。電気料

金は上昇し続け、政

府のエネルギー政策

への不信感が高ま

る。 

地方と都市部の間にエ

ネルギー格差が生じ

る。地方では再エネに

よる収益で経済が活性

化する一方で、都市部

では電力コストの上昇

によって企業の経営が

厳しくなり、経済成長

が停滞。都市と地方

の間に大きな経済的

ギャップが広がる。 

日本のエネルギー貧

困率は 30％に達し、

多くの人々が電力価

格の高騰に苦しんで

いる。低所得者層は

エネルギーコストを

支払えず、生活の質

は著しく低下。いや

いやながら昆虫食に

切り替える人も増え

る。脱炭素化のコスト

が不平等に分配され、

一部の富裕層だけが

快適な生活を維持し

ている。 
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4.5. 定量化結果 

以下、AIM-Technology-Japan モデルを用いた定量化の結果を示す。分析は限定的ではある

が、重要な結果も得られており、メタ分析（付録 8 章）の結果の再確認にもなる。 

 図 9 は、3 つのシナリオにおける 2010 年から 2050 年にかけての一次エネルギーミックスの

変化を示している。一次エネルギー消費量は、いずれのシナリオにおいても 2025 年から減少

が見られ、2045 年以降にわずかな増加が見られる。2050 年の一次エネルギー消費の総量に関

しては、国際協調シナリオが最も低く、年間約 10EJ と現在の半分程度まで減少しているのに

対して、他の 2 つのシナリオはほぼ同じで、年間約 12.5EJ となっている。エネルギーミック

スに関しては、国際協調シナリオでは、2050 年における二次エネルギー輸入（Secondary 

Energy Trade）の割合が他の 2 つのシナリオと比べて高くなっている一方で、太陽光および風力

の割合が顕著に低くなっている。対して、明るく豊かな自給自足型 CN 社会シナリオと暗く貧

しい CN 社会シナリオでは、2040 年以降に太陽光および風力エネルギーの割合が大幅に増加す

ることが示されている。明るく豊かな自給自足型 CN 社会シナリオと暗く貧しい CN 社会シナ

リオを比較すると、後者の方が石油・石炭・天然ガスへの依存度が高く、それに伴い、二酸化

炭素回収貯留（CCS）の実施量も高い状況にある。 

 

 

図 9 シナリオごとの一次エネルギーの時系列 
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図 10 は、3 つのシナリオにおける 2010 年から 2050 年にかけての発電ミックスを示してい

る。総発電量に関しては、いずれのシナリオにおいても 2020 年と比較して 2050 年には増加が

見られるという傾向は同じだが、発電量の絶対量にはシナリオ間で大きなばらつきがある。明

るく豊かな自給自足型 CN 社会シナリオと暗く貧しい CN 社会シナリオでは、2035 年以降に総

発電量の急速な成長が見られ、特に、明るく豊かな自給自足型 CN 社会シナリオの 2050 年の総

発電量は 2020 年の 2 倍に達する。これらの総発電量の急速な成長は、主に、国産水素製造用途

の電力需要の増加に起因している。 

発電構成に関して、3 つのシナリオの主な違いは太陽光発電の量の違いである。対して、風

力発電の発電量は 3 つのシナリオ間で安定しており、一貫している。化石燃料の使用に関して

は、いずれのシナリオにおいても、CCS なしの石炭火力発電は 2030 年までに廃止されること

が示されており、また、CCS なしのガス火力発電も徐々に減少し、2050 年までにすべてのシ

ナリオでほぼゼロに近づく。しかし、CCS 付きガスの割合はシナリオによって異なる。明るく

豊かな自給自足型 CN 社会シナリオでは、CCS 付きガスによる発電は 2050 年までにほぼゼロ

まで減少するのに対し、他の 2 つのシナリオでは、2050 年まで年間約 1000 億 kWh（0.1 

PWh）の水準を維持している。 

 

 

図 10 シナリオごとの電源構成の時系列 
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図 11 は、3 つのシナリオにおける 2010 年から 2050 年にかけての水素供給源の構成を示し

ている。2040 年以降に水素供給が行われる。明るく豊かな自給自足型 CN 社会シナリオでは、

電気分解による水素供給が 2050 年に年間約 1.75EJ に達する。この値は、国際協調シナリオの

約 5 倍、暗く貧しい CN 社会シナリオの約 2～3 倍に相当する。明るく豊かな自給自足型 CN 社

会シナリオと暗く貧しい CN 社会シナリオの両方は、主に電力を利用して水素を生産する。一

方、明るく豊かな国際協調的 CN 社会シナリオでは、水素供給の主要な手段として外部からの

二次エネルギー貿易に依存している。 

 

 

図 11 シナリオごとの水素供給の時系列 
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図 12 は、3 つのシナリオにおける 2010 年から 2050 年にかけての最終エネルギー需要量の

総量および構成の変化を示している。最終エネルギー需要量に関しては、いずれのシナリオに

おいても減少傾向が見られる。2050 年の最終エネルギー消費量の絶対量を比較すると、明るく

豊かな国際協調型ＣＮ社会シナリオが最も低く（年間約 7EJ）、他の 2 つのシナリオはほぼ同

じで、年間約 8.5EJ となっている。 

最終エネルギー消費の構成のうち、特に電力は、すべてのシナリオにおいて最終エネルギー

消費総量の約 50%を占めており、この割合はシナリオ間で一貫している。他方で、燃料の構成

には、3 つのシナリオ間で差が生じている。主な違いは水素のカテゴリーにある。明るく豊か

な国際協調型ＣＮ社会シナリオでは、2040 年以降に液体水素合成燃料の供給が大幅に増加す

る。一方、明るく豊かな自給自足型ＣＮ社会シナリオでは、合成燃料ではなく水素の形での利

用量が増加する。 

 

 

 

図 12 シナリオごとの最終エネルギー消費の時系列 
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図 13 は、3 つのシナリオにおける 2010 年から 2050 年にかけての CO₂排出量を示してい

る。2050 年までに、いずれのシナリオにおいても一定程度の負の排出または二酸化炭素除去

(carbon dioxide removal)が見られる。これらの負の排出は主に、二酸化炭素回収貯留付きのバイ

オマス発電により実現されている。明るく豊かな自給自足型 CN 社会や暗く貧しい CN 社会シ

ナリオでも、2050 年までに民生家庭・業務部門および運輸部門は部門内で脱化石燃料を達成す

る推計結果が得られている。明るく豊かな国際協調型 CN 社会では、運輸部門では脱化石燃料

が実現している一方で、民生家庭・業務部門では CO2 排出が残存している。いずれのシナリオ

においても、産業部門において 2050 年になっても残余排出が存在する傾向は一致している

が、残存する排出量はシナリオ間で差異がある。具体的には、明るく豊かな国際協調型 CN 社

会の残余排出量が最も小さく、暗く貧しい CN 社会の残余排出量が最も大きい。 

 

 

図 13 シナリオごとの CO2排出量の時系列 
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図 14 は、3 つのシナリオにおける 2020 年から 2050 年にかけての炭素価格の変化を示して

いる。なお、ここで示す炭素価格は数理モデル内で排出削減政策の強度を表す指標と解釈でき

る。実社会では、炭素税以外にも、補助金の導入や規制など様々な排出削減策が政策ミックス

として実施されるため、ここで示した炭素価格が将来実装される炭素税を直接示しているわけ

ではない点に留意されたい。 

全体として、3 つのシナリオにおける炭素価格はほぼ直線的な上昇傾向を示している。2050

年の炭素価格が最も高いシナリオは、暗く貧しいＣＮ社会シナリオであり、約 875 米ドル/トン

に達する。明るく豊かな国際協調型ＣＮ社会シナリオの炭素価格が最も低く、2050 年には約

625 米ドル/トンとなっている。 

 

 

図 14 シナリオごとのカーボンプライス（炭素価格）の時系列 

 

 以上の定量分析の結果をシナリオ構築の視座から検討する。初めに、定量分析により、定性

ナラティブで想定したエネルギー構成等が得られているかを確認した結果、定量分析が機能し

ていることが確認できた。例えば、製造業の縮小を想定している明るく豊かな国際協調型 CN

社会では他のシナリオと比較し一次エネルギー供給等が減少するという結果が得られているほ

か、国内エネルギー技術のイノベーションを前提とする明るく豊かな自給自足型 CN 社会では

太陽光・風力発電、および、国産水素が増加するという結果が得られている。これらの定量的

な結果は定性ナラティブから論理的に導かれるエネルギー構成と整合的であり、数理モデルに

よる定量化が実現できたことを示している。 
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 次に、定量シナリオの結果から、定性ナラティブで検討していない変数への波及効果を確認

した結果、いくつかの興味深い波及効果が確認された。例えば、明るく豊かな国際協調型 CN

社会は製造業の海外移転を想定しているため、製造業のエネルギー需要が最も低く、産業部門

の残余排出が最も少なくなる。これは言い換えれば、産業以外の部門に排出余地が残されるこ

とに相当するため、結果的に、明るく豊かな国際協調型 CN 社会では民生部門の残余排出が、3

つのシナリオのうち最も大きくなる、という波及効果が生じた。また、明るく豊かな自給自足

型 CN 社会は太陽光発電・風力発電の低価格化を想定しているため、電力供給に占める変動性

再エネの比率が最も高くなる半面、二酸化炭素回収貯留付きバイオマス発電の発電量は低下す

る。その結果、二酸化炭素回収貯留付きバイオマス発電で実現していた負の排出を、他の技術

（具体的には、二酸化炭素回収貯留付き直接空気回収（DACCS））により埋め合わせるという

結果が生じた。以上の結果からは、数理モデルによる定量化により、定性ナラティブで想定し

ていなかった波及効果を確認することができ、結果として、定性ナラティブの開発に資するフ

ィードバックが得られることが示唆された。 

本報告書では暫定版シナリオの定量化を実施したが、暫定版のシナリオからもいくつかの政

策的な含意が得られる。第一に、将来シナリオの不確実性である。例えば、一次エネルギーや

電源の構成を見ると、どれも脱炭素化に進むが、その方法は一様ではない。また、電源構成に

おける再生可能エネルギーの割合は、同じ明るく豊かな社会のシナリオでも、国際協調型と自

給自足型で大きく異なる。水素は国際協調型では輸入に依存するのに対し、自給自足型は国内

で電気分解により多く生産する。このように将来シナリオには不確実性があり、そこに至る道

筋も多様に存在する。 

第二に、将来シナリオの共通性である。前述のように将来シナリオには不確実性が残るが、

それでも共通点が見いだせる領域もある。例えば、最終エネルギー消費は減少し、また電力が

占める割合（電化率）は向上するという傾向は全てのシナリオから共通して得られている。ま

た、モデルの中で政策の強さを示す炭素価格も、すべてのシナリオで共通して大幅に上昇す

る。これらの共通する傾向は、政策オプションとして頑健性を有していることを示しているた

め、カーボンニュートラル社会を実現する政策としての優先度を高く設定することが望ましい

と判断できる。 
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5. シナリオの解釈と含意 

5.1. 多様なシナリオを考える意義：不確実性と共通性 

本章では、本プロジェクトで構築した暫定版シナリオ、およびシナリオを構築する際に参考

にした過去のトレンド、またシナリオのメタ分析をもとに、社会戦略と公共政策に関する含意

をまとめる。本報告書は 4 年間のプロジェクトの中間時点での暫定版であり、必ずしも包括的

な提案ができないが、幾つか重要な示唆が得られた。 

カーボンニュートラル社会の未来を議論する際、「明るく豊かな CN 社会」のみを想定する

ことはできない。むしろ、「暗く貧しい CN 社会」も議論することで、「明るく豊かな CN 社

会」を達成するための社会戦略や政策ミックスが明らかになる。さらに、脱炭素化が進む中で

生じうるリスクや課題を事前に特定し、それを回避するための政策や技術的アプローチを考え

る契機となる。 

その一方で、「明るく豊かな CN 社会」を議論する際には、単一の理想像を描くのではな

く、“複数”のシナリオを示すことが必要である。今回のプロジェクトでは国際協調型と自給自

足型を考慮した。社会の価値観や経済構造、技術の発展は多様であり、異なるアプローチが可

能であるため、多様なナラティブを提示することで、より幅広い議論が可能となる。ただし、

すべてが順調に進み、何もかもが理想的に整う“バラ色の社会”を描くことにはあまり意義がな

い。そのようなシナリオは現実味が乏しく、具体的な政策や行動指針の議論につながりにくい

ため、より現実的な視点から未来を考えることが重要である。 

本プロジェクトでは、ナラティブに加えて定量的モデリングも行った。また、本プロジェク

トにおける三つのシナリオの分析に加え、さまざまなカーボンニュートラルのシナリオについ

てメタ分析を行った。これらの分析を総合すると、共通して言えることは何か。 

まず、排出量削減に関しては、経済全体のエネルギー効率の向上、電力部門の早期脱炭素

化、および需要側の電化（エアコンやヒートポンプ、電気自動車などの導入）が共通した対策

と言える。特に電力部門に関しては、再生可能エネルギーが主力電源となっていくことが明ら

かである。 

なお、再生可能エネルギーの割合が 100%に達するかどうかについては、明確な見解は存在

しない（付録 8 章を参照）。加えて、カーボンニュートラルの実現には、より厳密な「ネット

ゼロ」、すなわち「正味ゼロ」という概念に立ち戻る必要がある。2050 年には、二酸化炭素の

除去技術や排出削減技術も不可欠になると考えられる。一方で、大きな不確実性も残る。再生

可能エネルギーの正確な割合は予測が難しく、水素などの新技術がどの程度普及するかも不透

明である。水素のようなクリーン燃料は不可欠であるものの、その必要量は依然として不確定

要素が多い。気候変動対策の強化は待ったなしの課題である。モデル内で示されるカーボンプ



   

 

 

51 

 

 

ライシングは、現実世界の政策の強度を反映すると解釈できるが、2045 年には CO₂排出量 1 ト

ンあたり 7 万 5 千円（500 ドル、1 ドル＝150 円で換算）以上に達する可能性がある。 

  

5.2. 短中期の政策ミックスと社会戦略への含意 

本報告書で作成されたシナリオは、政策ミックスと社会戦略についてどのような含意を持つ

だろうか。ある対策を実施した後には障壁が生じる可能性があり、社会戦略や政策ミックスは

次の一手、二手、三手、四手などと先を考えて検討する必要性がある。繰り返しになるが、本

報告書は暫定版であるが、それでも重要な方向性は見えている。 

社会変革の速度には限界があり、行動が遅れれば遅れるほど選択肢は狭まり、望ましい社会

を実現するためにかかるコストや困難性が増大すると解釈できる。このことから、望ましい未

来を実現するには、早期の政策決定と具体的な行動を迅速に実施することが不可欠である。ま

た、単に「明るい未来」の提示にとどまらず、現状のまま行動をとらなかった場合や施策が失

敗した場合の「暗い未来」のシナリオを具体的に示すことで、政策の緊急性や改善行動への動

機付けを強化することが重要である。さらに、二酸化炭素除去技術（CDR）などの新しい対策

手法も含め、政策論議を深化させることが求められる。 

カーボンニュートラル社会への移行は、単なる技術的進展だけで達成可能なものではなく、

社会構造の変革や公平性への配慮を含んだ包括的な対応が求められる。そのため、社会的公平

性を念頭に置きつつ、社会構造の変革を視野に入れた政策を展開することが不可欠である。さ

らに、産業界をはじめとする多様なステークホルダーとの緊密な連携を通じて、提案されたシ

ナリオが社会実装に向けた実効性ある指針として広く受け入れられ、具体的な行動を喚起する

ための認識が社会全体に浸透することが望ましい。 

 

5.3. 脱炭素の失敗の可能性 

本プロジェクトでは、カーボンニュートラルを前提条件にシナリオを作成した。しかし、カ

ーボンニュートラルが失敗する可能性があり、これは 3 つのシナリオごとに異なると言える。 

特に、暗く貧しいシナリオにおいては、脱炭素の機運が削がれる可能性があるとも言える。

暫定版のシナリオでは、暗く貧しいシナリオにおいても高い炭素価格が結果として得られてお

り、このような炭素価格を維持するための政治的モメンタムは、このシナリオでは得られない

可能性もある。こうしたシナリオの詳細は今後の検討課題である。 

なお、脱炭素しない場合は、気候変動が悪化して社会的不平等が拡大し、より一層暗く貧し

い社会シナリオもありうることも付記したい。 
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6. 今後に向けて 
 

本報告書は 4 年間のプロジェクトの中間時点での暫定的なシナリオを示したものである。そ

のため、まだ十分に考慮できていない側面も多数ある。 

日本の気候政策やエネルギー政策においては、公平性やエネルギー正義という側面の検討が

弱いことを指摘してきた。しかし、今回我々が作成した 3 つのシナリオも、定性的なシナリオ

ナラティブでは一部考慮したものの、定量的なシナリオでは十分に考慮できていない。世界的

にもエネルギー貧困や公平性、ジャストトランジションといった課題への関心が高まる中、本

研究においてもこのような社会的な側面について、今後の検討が必須の項目である。 

社会的な側面に加えて、技術的・経済的な側面にも改善の余地がある。本報告書の定性的な

ナラティブおよび定量的モデリングでは、未来の技術イノベーションについて様々な想定が置

かれているが、技術イノベーションは現在のイノベーション政策や、日本および世界における

技術開発に強く依存している。シナリオと現在のイノベーションの状況との接合は、十分とは

言えない。明るく豊かな CN 社会のシナリオではイノベーションの成功が想定されているが、

暗く貧しい社会におけるイノベーション政策や産業政策の在り方については、十分に議論され

ていない。例えば、何が海外からの輸入水素を安価にしうるのか。その社会像へたどり着く詳

細な社会的なロードマップは何であろうか。本プロジェクトでは、今後この側面についても深

掘りしていく予定である。 

もう一つの技術経済的および定量的な改善は、統合評価モデル（Integrated Assessment Models; 

IAM）と、ライフサイクルアセスメント（Life Cycle Assessment; LCA）などそのほかの評価ツ

ールの結合である。将来シナリオを構成する技術や社会システムを具体化し、シナリオが環境

的、経済的、そして社会的に成り立つのかを評価するツールとして、IAM や LCA、そして技術

経済性分析 (Techno-Economic Analysis; TEA)を統合的に活用する例が近年増加している。IAM、 

TEA、 そして LCA はそれぞれ短所長所があるため、IAM と TEA/LCA を連携して解析すること

で、政策と技術の関係をより明確に示すことができ、将来シナリオのより良い評価に繋がると

言われている (Creutzig et al., 2012)。将来シナリオと LCA の相互関係は大きく分けて３つに分類

される。①LCA が将来シナリオの入力値を提供する形態、②将来シナリオを LCA の入力値と

して提供する形態、そして③それらのハイブリッド形態である(Bisinella et al., 2021)。本プロジ

ェクトでは今後、適切な形で LCA や TEA を取り込んでいく。さらに、技術パラメータの精度

を高め、シナリオの定量化手法を改善することが必要となる。  

また、シナリオのコミュニケーションや使い方についても、検討が今後の課題である。具体的

には、技術開発側と政策分析側の間に存在する視点の乖離を解消するために、コミュニケーシ

ョンをより一層強化することが重要である。本研究課題では、多様な専門家の視点をもとにシ

ナリオのキーワードを検討したが、シナリオ自体はプロジェクトチームで作成しており、いわ
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ゆるステークホルダーと協働して作成する方法をとっていない。このような場合、シナリオが

どのように解釈され、利用されるかは事前には不明瞭である。シナリオのコミュニケーション

については実証的な研究が少ない傾向があるため、今後はエビデンスに基づいた検討を進める

ことが望ましい（例えば、シナリオに関する社会調査を実施するなど）。また、気候変動対策

自体の便益、すなわち気温上昇の度合いが減ることによる気候影響の低減の効果についても、

緩和シナリオと適切に組み合わせて伝えていくことが望ましいだろう。 
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7. 付録１：過去のトレンド詳細版 

7.1. 気候変動緩和政策の推移と現状 

・ 日本政府は、パリ協定に基づき、2030 年度において温室効果ガス 46%削減（2013 年度比）

を目指すと NDC に設定。2050 年カーボンニュートラル達成を宣言した。 

・ 国内の GHG 排出量は減少傾向。ただし、現状では目標達成が困難との指摘もある。 

・ 化石燃料に依存した経済構造をクリーンエネルギー中心へ転換する「GX」の実現に向け、

イノベーション政策を中心に、徹底した省エネルギーや再生可能エネルギーの主力電源化

等を推進中。 

・ 成長志向型カーボンプライシング構想の下、GX 経済移行債やカーボンプライシングを適用

した制度等により企業の GX 先行投資を支援・促進している。 

NDC（国が決定する貢献） 

日本は、国連気候変動枠組条約第 3 回締約国会議（COP3）で採択された京都議定書を受け、

第一約束期間において、2008 年から 2012 年までの５年間の温室効果ガス排出量の平均値を

1990 年比で 6%少ない量に抑える目標が課された。2012 年にドーハで開催された COP18 では、

米国の不参加や新興国の排出量増加等を考慮し、日本は第二約束期間への参加を見送った。そ

の後、すべての主要排出国が参加する新たな枠組みの構築を目指して国際交渉が進められた結

果（環境省, 2024a）、2015 年開催の COP21 にてパリ協定が採択された。日本はこの協定に基づ

き、2030 年度までに温室効果ガスを 2013 年度比で 26%削減することを NDC として設定した

（外務省, 2022）。 

2020 年に当時の菅首相が 2050 年カーボンニュートラルを目指すと宣言し、翌 21 年には削減

目標を 46%まで引き上げるとともに、これをさらに上回る 50%削減達成を目指すと表明した

（環境省, 2024a）。「第 6 次エネルギー基本計画」では、2030 年度の NDC と整合性を取るた

めの野心的なエネルギー需給の見通しを示している（資源エネルギー庁, 2024a）。 

2023 年、ドバイ開催の COP28 では、パリ協定で掲げられた目標達成に向けた世界全体の進

捗状況を 5 年ごとに評価するグローバル・ストックテイク（GST）が初めて実施され、1.5℃目

標を目指すのであれば、2035 年の世界総温室効果ガス排出量を 60％削減する必要があると結論

づけられた。各国は GST の結果を踏まえ、NDC を更新することが求められている（資源エネ

ルギー庁, 2023）ため、日本も 2024 年から次期削減目標の議論を始め、2025 年 2 月、2035 年に

2013 年比 60%削減、2040 年に 73%削減と決定した（環境省＆経済産業省, 2024）。 
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GHG排出量 

日本の GHG 排出量は、全体の約 9 割を占めるエネルギー起源 CO2 を中心に 2013 年のピーク

から減少傾向を示しており、2022 年度時点で 2013 年度比 19.3%（吸収量を差し引くと 22.9%）

の削減が達成されている（図 15）（環境省, 2024b）。 

 

 
図 15  GHG 排出量の推移 

（出典：国立環境研究所「日本の温室効果ガス排出量データ」を基に作成） 

 

環境省は 2050 年ネットゼロに向けた排出削減が順調に進捗しているとの見解を示している

（環境省, 2024b）。一方、原発再稼働の遅れや太陽光発電の導入量の低迷から、現状政策の延

長だけでは 2030 年目標の達成が困難であるとの指摘もある（Climate Integrate, 2024a; 

Koppenborg, 2024）。 

 

GX（グリーントランスフォーメーション） 

現在、日本では NDC およびネットゼロの達成を目指すとともに、化石燃料への依存から脱

却し、クリーンエネルギー中心の産業構造・社会構造へと転換を図る GX を推進している（環

境省, 2024a; 資源エネルギー庁, 2024a）。特にイノベーション政策を中心に進めていることが特

徴的である。具体的には、閣議決定された「脱炭素成長型経済構造移行推進戦略（GX 推進戦

略）」の下、エネルギーの安定供給、経済成長、脱炭素を同時に達成することが目標である

（経済産業省, 2023a）。エネルギー関連の施策では、徹底した省エネルギーの推進や再生可能

エネルギーの主力電源化、原子力の活用、水素・アンモニアの導入促進、蓄電池産業の育成等

に取り組んでいる（経済産業省, 2023a; 経済産業省, n.d.）。特に政府の 20 兆円の投資を呼び水

に、官民で 10 年間にわたって 150 兆円を投資する方針が示され、具体的に洋上風力、次世代原

子力、水素還元製鉄、CCS など、様々な技術分野で先行投資が進んでいる。投資の当面の原資

は脱炭素成長型経済構造移行債という国債であり、今後、化石燃料賦課金や排出量取引等で時

間差を設けて回収する仕組みになっている。 
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一方で、国と地方が協働する取り組みとしてコミュニティエネルギーも進行中である。「地

域脱炭素ロードマップ」では、地域の特性に応じて実現する脱炭素先行地域の選定を進めてお

り、2025 年度までに少なくとも 100 か所を選定し、2030 年度までに実行する計画である（環境

省, 2024a, 2025b）。加えて、再生可能エネルギーの地産地消を促す補助金の交付（環境省, 

2024a）や、自治体が地域のエネルギー企業に出資し、地域の再生可能エネルギーによって、地

域にエネルギーを供給する日本版シュタットベルケを推進している（環境省, 2018）。 

イノベーションではスタートアップ（ベンチャー企業）が重要になってきているが、世界水

準での日本のスタートアップ企業の数、企業価値、競争力は依然として低い（経済産業省, 

2024e）。「Global Cleantech 100」を参照すると、2009 年から 2025 年において世界から毎年

100 社が選出されてきたが、日本企業は 2025 年に初めて 1 社が選出されたのみに留まる

（Cleantech Group, 2025, 2009-2024）。 

 

カーボンプライシング 

経済産業省は、GX を牽引する枠組みとして「GX リーグ基本構想」を公表し、日本の CO2 排

出量の 5 割超を占める参画企業らが自主的に設定する排出削減目標に向けた排出量取引（GX-

ETS）の試行が 2023 年に開始された。今後は公平性・実効性を高めるための措置を講じた上

で、本格稼働させる予定である（経済産業省, 2024b）。 

化石燃料賦課金制度とは、地球温暖化対策のための税とは別に、化石燃料を輸入する事業者

等に対して、CO2 排出量に応じた賦課金を徴収する制度のことである。2028 年度の導入段階で

は賦課金を低く抑え、段階的に引き上げる計画である。しかし、諸外国に比べ炭素税の導入時

期が遅く賦課金も低すぎるとの意見がある（自然エネルギー財団, 2022; World Bank Group, 

2025）。  
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7.2. エネルギー政策の推移と現状 

・ 日本のエネルギー政策の基本方針は「S+3E」。安全性を大前提に、安定供給・経済効率

性・環境適合の両立を掲げている。ただし、基本方針自体が公平性などを十分に考慮して

いないという批判もある。 

・ S+3E の実現を目指し、再生可能エネルギーや原子力、化石燃料等の多様なエネルギー源の

活用とエネルギーミックスの最適化に取り組んでいる。 

・ 第 7 次エネルギー基本計画において、2040 年度に再生可能エネルギーを４～５割程度、原

子力を２割程度、火力発電を３～４割程度とする電源構成目標を掲げ、再生可能エネルギ

ーの割合の増加と非再生可能エネルギーの効率化・低炭素化を推進中。 

・ 日本のエネルギー効率は 1973 年度から 2022 年度で 2 倍以上に改善し、電力化率も 27.4%ま

で上昇した。一方、電気自動車の普及は世界的に見て大きく遅れている。 

エネルギー政策の基本方針 

日本のエネルギー政策は、S+3E（安全性、安定供給、経済効率性、環境性）を基本方針とし

ている（資源エネルギー庁, 2024a）。野心的な 2030 年度の温室効果ガス排出削減目標の実現に

向けて、安全性を大前提に、エネルギーの安定供給を最優先にしつつ、経済効率性の向上によ

る低コストでのエネルギー供給と環境適合の両立を目指している（図 16）（経済産業省,  

2021a）。 

 
図 16  日本のエネルギー政策の基本方針 S+3E 

（出典：経済産業省「日本のエネルギー 2023 年度版エネルギーの今を知る 10 の質問」を基に

作成） 

 

2002 年 6 月、エネルギー政策の着実な遂行を目的として「エネルギー政策基本法」が制定さ

れ、エネルギー基本計画を策定することが定められた（資源エネルギー庁, 2016）。エネルギー
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基本計画は、少なくとも 3 年に 1 度の頻度で検討を加え、必要に応じて変更することが求めら

れている（エネルギー政策基本法, 2002）。 

2014 年 4 月に閣議決定された第 4 次エネルギー基本計画では、東京電力福島第一原子力発電

所における事故が起きた後の国内のすべての原子力発電所の運転停止、化石燃料の海外依存度

の増加、エネルギーコストの上昇、CO2 排出量の増大といった課題を踏まえ（資源エネルギー

庁, n.d.）、これまでの基本方針「3E」という視点に、安全性の確保「S（安全）」がエネルギ

ー政策の原点として位置づけられた（経済産業省, 2024c）。また、安全性の確保を大前提とし

て、化石燃料との経済性および環境性の比較等から、原子力がベースロード電源の一つとして

位置づけられた（経済産業省, 2014）。 

一方、S+3E の枠組みはエネルギーの公平性に基づいた評価が欠如しているとの指摘がある。

具体的には、エネルギーの利益が不平等に分配されている（エネルギー貧困、固定価格買取制

度（FIT）の利益の偏り等）ことや、地域住民の声や価値観が軽視されている（原発立地、再生

可能エネルギーの乱開発等）こと、意思決定プロセスが不透明で市民参加が不足していること

等が挙げられる。そのため、この枠組みに「Equity（公平性）」の視点を加えるべきだという

議論がある（Hartwig, Emori, & Asayama, 2023）。 

一方で、日本のエネルギー自給率が低く、海外資源に大きく依存していることも課題とされ

ている（図 17）。エネルギーの安定供給を確保するためには、多様な取り組みが必要である。

具体的には、資源国との関係強化といった伝統的なエネルギー安全保障に加え、エネルギー供

給の基盤となる重要技術の国産化による国内供給の確保を目指す等、多層的なエネルギーの供

給体制を構成することにより、危機時においても適切に機能する強靱性（レジリエンス）を高

めていくことなどが挙げられる（経済産業省,  2021a）。 

 
図 17 日本のエネルギー自給率 

（出典：経済産業省「総合エネルギー統計」を基に作成） 
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エネルギー起源 CO2排出量 

2022 年度の CO2 排出量は 10 億 3,700 万トンであり（小坂 & 畠中, 2024）、2013 年度と比べて

2 億 8.090 万トン（21.3%）減少した。産業部門は 24.0%、運輸部門は 14.5%、業務その他部門

は 23.6%、家庭部門 24.5%それぞれ減少した（図 18 ）（国立環境研究所, 2025）。 

 

 
図 18  CO₂の部門別排出量（電気・熱配分後）の推移 

（出典：国立環境研究所「温室効果ガスインベントリ」を基に作成） 

 

エネルギーミックス（電源構成） 

2025 年 2 月、日本は第 7 次エネルギー基本計画を公表し、2040 年度までに電力供給に占める

再生可能エネルギーの比率を 40～50%に引き上げ、原子力発電の比率を 20%とする目標を掲げ

ている。これにより、化石燃料への依存度を低減し、エネルギー自給率の向上と温室効果ガス

の削減を図る考えである（資源エネルギー庁, 2025 ）。 

総発電電力量は 2007 年度のピーク時から減少している。再生可能エネルギーの年間発電電力

量は、2010 年度まで総発電電力量の 10%で推移してきたが、2023 年度までに 26%と倍増し

た。東日本大震災以降、原子力発電の発電電力量は激減し、震災前の 25%以上から約 8%と 3

分の 1 以下となった。化石燃料による火力発電の割合は、震災後に約 90%にまで上昇したが、

65%程度に減少してきている（環境エネルギー政策研究所, 2024）。 

2030 年に向けた電源構成目標には課題が残っている。例えば、再生可能エネルギーの導入目標

が依然として低く設定されており、再生可能エネルギーを最大限かつ最優先で導入するための

制度改革が十分ではないとの意見がある。さらに、2050 年に向けた長期戦略においても、火力
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発電を維持する方針が示されており、これが将来性の低い火力発電や化石燃料輸入産業の延命

につながるとも指摘されている（自然エネルギー財団, 2021a; Climate Integrate, 2024b）。 

 

エネルギーミックス（最終エネルギー消費） 

最終エネルギー消費は、省エネルギーなどの進展により 2022 年度にはエネルギー原単位が

1973 年度の 2 倍以上に改善した（資源エネルギー庁, 2024a）。 

二次エネルギーである電気は、多くの分野で使う場面が増えており、1970 年度に 12.7％であ

った電力化率（最終エネルギー消費に占める電力消費の割合）は、右肩上がりに上昇し、2022

年度には 27.4％に達した（資源エネルギー庁, 2024a）。 

運輸部門の CO2 排出量の大半を占める自動車分野では、電気自動車（EV）、燃料電池車

（FCV）等の次世代自動車の普及促進を図る。1997 年に世界初の量産ハイブリッド自動車

（HV）プリウスの販売を開始してから、2022 年度末時点の日本における次世代自動車の保有

台数は、HV（プラグインハイブリッド車（PHEV）を含まない）が 1,175.7 万台、PHEV が 20.8

万台、EV が 16.5 万台となった（資源エネルギー庁, 2024a; 日本自動車タイヤ協会, n.d.）。2035

年までに乗用車の新車販売は、電動車（EV, FCV, PHEV, HV）100％を目指す（経済産業省, 

2023b）。 

電気自動車の販売台数は世界的に増加しているが、日本は低迷している。2023 年には、新た

に登録された電気自動車の約 60％が中国、約 25％がヨーロッパ、約 10％が米国であり、世界

の電気自動車販売の 95％を占めている。新車販売における電気自動車の割合でみると、中国が

38.0％、ヨーロッパが 21.0％、米国が 9.5％であり、日本では 3.6％に留まっている

（International Energy Agency, 2024a, 2024b）。 
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7.3. エネルギー政策と技術 

・ エネルギー供給の多様化と脱炭素化に向け、2009 年「エネルギー供給構造高度化法」が施

行された。ところが、福島第一原発事故で原子力発電への信頼が低下。固定価格買取

（FIT）制度の導入で太陽光発電が急速に普及した。 

・ 電力自由化の推進や再生可能エネルギーの普及、災害に強い電力システムの構築に注力。 

・ 政府・自治体は、エネルギー供給技術に対する社会の受容を高めるため、住民との対話や

安全性の信頼回復、廃棄物処理への理解促進にも努めている。 

 

エネルギー源の脱炭素化 

日本政府は、エネルギー供給の多様化と脱炭素化に向けて、多様な取り組みを推進してい

る。固定価格買取制度（FIT）やフィード・イン・プレミアム（FIP）、入札による再生可能エ

ネルギーの普及、蓄電池の活用、カーボンリサイクル技術を用いた CO2 の回収・利用・貯留

（CCUS）、次世代技術により安全性が向上した原子力発電、非化石燃料由来のグリーン水素

の拡大等がその一例である（経済産業省, 2023a）。 

2009 年、再生可能エネルギーや原子力等の非化石エネルギー源の導入・利用拡大と、化石エ

ネルギー源の有効活用を促進するために、「エネルギー供給構造高度化法」が施行された。し

かし、東日本大震災と福島第一原子力発電所事故により、基幹電源と位置付けられていた原子

力発電の信頼は揺らぎ、再生可能エネルギーを含めた多様な供給力が一層求められた（経済産

業省, 2013）。その後、「再生可能エネルギー特別措置法（再エネ特措法）」の成立により FIT

が導入され（内閣府, 2011; 資源エネルギー庁, 2017）、特に太陽光発電が急速に普及した（経済

産業省, 2024d）（図 19）。 こうした市場拡大にもかかわらず、生産側を見れば世界における日

本のメーカーの市場シェアは減少を続けており、2000 年ごろ 50%であった市場シェアは 1%を

切るほどになっている（次世代型太陽電池の導入拡大及び産業競争力強化に向けた官民協議会, 

2024）。 
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認定容量

制度導入前
固定価格買取

制度導入後

2012年6月

までの累積

2012年度

7月～

2013年度

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
2023年度

（~12月）

制度開始後

合計

2012年7月～

2024年12月末

太陽光

（住宅）
470 207.5 103.6 85.8 79.2 66 73.3 76.9 75.9 85.7 105.9 66.5 1026.3 1048.1

太陽光

（非住宅）
90 676.9 836.8 814.8 544.4 474.5 490.6 487.8 499.6 372.8 354.1 175.3 5727.7 6372.3

風力 260 17.4 22.5 14.8 30.8 16.9 16.6 44.9 36.3 29.5 23.1 49 301.7 1390

地熱 50 0 0.4 0.6 0.5 0.7 0.9 4.8 1.4 0 0.2 2.1 11.6 21.2

中小水力 960 0.6 8.5 9.3 7.9 7.5 6.1 12.6 15.5 12.8 24.1 20.2 125 246.7

バイオマス 230 18.4 17.9 30.2 35.3 50 31.2 48.6 44.5 67.8 131.5 29.5 504.9 841.6

合計 2,060 920.8 989.7 955.5 698 615.5 618.6 675.5 673.3 568.8 639 342.6 7697.3 9,919.80

再エネ発電

設備の種類

固定価格買取制度導入後

設備導入量（運転を開始したもの）

＜2024年12月末時点のFIT・FIP認定量・導入量＞

※単位: 万kW　※バイオマスは、認定時のバイオマス比率を乗じて得た推計値を集計。　※各内訳ごとに四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。  
図 19 電源別の FIT/FIP 認定量・導入量（2024 年 12 月末時点） 

（出典：経済産業省「再生可能エネルギーの導入状況」を基に作成） 

 

一方で、FIT の運用を通じて、コスト増大や市場競争の欠如、再生可能エネルギーの拡大に

伴う系統運用の柔軟性が課題として顕在化した（資源エネルギー庁, 2019）。コスト増大による

国民負担を軽減するため、入札制度が導入され（電力広域的運営推進機関, 2024）、後に導入さ

れた FIP（総合資源エネルギー調査会合同会議, 2021）も適用された。また、世界的な水準と比

較すると、日本の再生可能エネルギーコストの高さが際立っている。太陽光発電を例に挙げる

と、発電コスト（LCOE: 均等化発電原価）は、オーストラリア、中国、インド等より 2～3 倍

近く高い（International Renewable Energy Agency, 2024）。また、設置コストの推移でもオース

トラリアや中国、インドと比べて減少が鈍く、特に最近 5 年間（2018 年から 2023 年）の総設

置コストの傾向からも、日本が高止まりしていることが確認される（International Renewable 

Energy Agency, 2024）。 

 

電力システム改革 

2013 年に「電力システム改革に関する改革方針」が閣議決定されたことにより、①広域系統

運用の拡大、②小売及び発電の全面自由化、③法的分離の方式による送配電部門の中立性の一

層の確保という 3 段階からなる改革の全体像が示された。そして必要な措置を定めた電気事業

法改正案が通常国会において成立した（資源エネルギー庁, 2020）。同法により、設立された電

力広域的運営推進機関（OCCTO）は（資源エネルギー庁,  2018）、広域的な電力供給の調整や

需給バランスの確保を担うことで、系統運用の信頼性向上に寄与している。 

続いて、電力小売市場の全面自由化が一因となり、地域の再生可能エネルギーを地域に供給

する地域新電力の設立や、再生可能エネルギー事業者と企業が直接電力の売買を契約するコー

ポレート PPA を締結する環境が整備された。ゼロカーボンシティ施策の 1 つとして地域新電力

を検討中の企業も少なからず存在し（ローカルグッド創成支援機構, 2024）、また、企業や自治
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体の間でコーポレート PPA を締結する動きも広まりつつある（自然エネルギー財団, 2024）。

その後、改正電気事業法が施行され、送配電の法的分離が実施されたことにより、送配電事業

者が発電事業者や小売事業者と独立した立場で系統運用を行う枠組みが整備された。 

一方、変動性の高い太陽光や風力電源の大量導入による需給バランス調整の課題に対応する

ため、蓄電池や揚水発電の普及による系統安定化が図られている（経済産業省,  2021a）他、マ

イクログリッドの実証が進展している（経済産業省, 2022）。これらの取り組みは、災害時の電

力供給の安定性向上への貢献が期待されている（経済産業省,  2021a）。 

 

エネルギー供給技術の社会受容性 

国や自治体は、エネルギー供給技術に対する社会の受容に向けて、住民の懸念を解消するた

めの対話や、安全性の信頼回復、廃棄物処理に関する理解を得るためのコミュニケーションを

推進している（経済産業省,  2021a; 環境省, 2024a）。 

地域住民等からの懸念が示されたのを背景に（豊田陽介, 2024; 茅野恒秀, 2021; NHK, 

2023）、兵庫県宝塚市で計画されていた山林への太陽光パネル設置計画や、長野県諏訪市で進

められていた大規模メガソーラー計画が住民の反対により事業撤退となる等（日経電子版, 

2020; 読売新聞オンライン, 2020）、地域社会との摩擦が顕在化している。また、東京都が新築

住宅への太陽光パネル設置義務化を発表した際には、人権侵害があると懸念される地域で製

造・輸入された太陽光パネルを購入することに反対意見が出された（東京新聞, 2022）。福島第

一原発事故が起きた以降は、原発の再稼働や新設計画への反対が広がっている（経済産業省,  

2021a）。洋上風力についても景観や生態系保全の観点から懸念が呈されている。 
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7.4. エネルギー需要の政策と技術 

・ 経団連の行動計画を基盤に、114 業種が参加する「経団連カーボンニュートラル行動計画」

が進められている。各業界で新技術の導入やロードマップの策定等が進む一方、産業部門

全体で、さらなる省エネ投資促進や事業者間連携の強化が求められている。 

・ 住宅や建築物の省エネ性能を向上させるため ZEH ((net) zero energy house)・ZEB ((net) zero 

energy building)の普及を推進している。一方、諸外国に比べて低い断熱基準、エネルギー消

費量の増加、公共建築物への導入の遅れ、高齢者の省エネ設備導入への慎重さなど、多く

の課題が残されている。 

・ 運輸部門の CO2 排出量は 2001 年度をピークに減少傾向である。政府は自動車の電動化、航

空分野での SAF (sustainable aviation fuel, 持続可能な航空燃料)の開発、船舶のゼロエミッシ

ョン化等、各分野で脱炭素化を推進している。 

・ 欧州発の気候市民会議のように、市民が議論した政策提言を地方自治体に提出する動きが

広がっている。一方、国レベルで活用される動きは現状では進んでいない。 

産業の脱炭素化 

産業部門における気候変動対策は、京都議定書が採択された 1997 年以降、直接規制や経済的

手法ではなく、日本経済団体連合会（経団連）が主導する「経団連環境自主行動計画」を通じ

て推進されてきた（日本経済団体連合会, 1997）。2013 年には同計画をさらに進化させ、「経

団連低炭素社会実行計画」が策定された。これらの取り組みは「地球温暖化対策計画」におい

て、日本の中期目標（2030 年目標）を達成するための重要な柱として位置付けられるととも

に、「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」においても、産業界の自主的な取り組み

として取り上げられている（日本経済団体連合会, 2013; 環境省, 2021）。 

さらに、2021 年には「経団連低炭素社会実行計画」から「経団連カーボンニュートラル行動

計画」へと改定された。この計画では、中小企業も含めた対象範囲の拡大や、政府の 2030 年度

目標との整合性を考慮した見直しが進められている。現在、114 業種がこの自主的な取り組み

に参加しており、2020 年度以降、2030 年度目標を見直した業種も増加している（資源エネルギ

ー庁, 2024a）。 

加えて、カーボンニュートラルの実現に向けた長期ビジョンについて、業界ごとに道筋やマ

イルストーンを示している。例えば、鉄鋼業界では、COURSE50 やフェロコークス等を利用し

た高炉の CO2 抜本的削減＋CCUS（Carbon Capture, Utilization and Storage）や水素還元製鉄等の

革新的技術の開発を推進中である。化学業界では、原料の炭素循環（CO2 の原料化、バイオマ

スの原料利用、廃棄プラスチック利用等）、エネルギー利用極小化へのプロセス、構造の転換

（膜分離プロセス等）に取り組むとしている（日本経済団体連合会, 2024）。 
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また、「第 6 次エネルギー基本計画」では、産業部門における熱需要の見通しが示されてい

る。低温帯の熱需要に対しては、ヒートポンプや電熱線といった電化技術による脱炭素化が考

えられ、高温の熱需要等の電化が困難な部門では、水素、合成メタン、バイオマス等を活用し

ながら脱炭素化が進展している。ただし、コスト面での課題がある（経済産業省,  2021a）。産

業界の自主的な取り組みに加え、政府は省エネ法に基づくエネルギー管理の徹底や産業部門ベ

ンチマーク制度、省エネ設備の導入支援等を通じ、事業者単位での省エネ促進を図っている。

しかしながら、エネルギー消費効率の改善は停滞しており、省エネ法における特定事業者の約

5 割が前年度比で悪化している。このため、さらなる省エネ設備への投資促進、事業者間の連

携強化、省エネ手段の多様化等を通じ、エネルギー消費効率の改善を図ることが求められてい

る（資源エネルギー庁, 2024a）。 

 

住宅・建築物の脱炭素化 

日本は住宅および建築物の省エネ性能の向上を目指して、ZEH・ZEB や高性能建材の普及、

住宅の省エネリフォームへの支援等を行っている。 

住宅・建築物分野の課題として、エネルギー消費量は増加傾向にあること（国土交通省, 

2024a）や住宅の断熱基準が諸外国に比べて低いことが挙げられる（図 20）（国土交通省, 

n.d.）。この対策として、省エネ法に基づくトップランナー制度による断熱材・窓（サッシ、複

層ガラス）等の建築材料の性能向上（環境省, 2024a）、エコキュートやエネファームを含む住

宅省エネ化支援制度の予算規模を拡大している（資源エネルギー庁, 2024a）。 

 

 
図 20 住宅の外皮平均熱貫流率（UA 値）基準の国際比較（2021 年） 

（出典：国土交通省「今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方（第三次報告案）及び

建築基準制度のあり方（第四次報告案）について」を基に作成） 
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2030 年度以降に新築される住宅・建築物については、ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス

（ZEH）・ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）基準の省エネルギー性能の確保を目指

し、実現・普及に向けた支援等を行っている（経済産業省,  2021a）。他方、公共建築物におけ

る ZEB 普及率は民間に比べて極めて限定的であることから、新築の ZEB 化と同時に、改修

ZEB の推進を図ることが重要視されている（環境省, 2024c）。 

また、日本では総人口に占める高齢者（65 歳以上）の割合が年々上昇しており、2000 年の

17％から 2022 年には 30％に達している。高齢者は新しい製品やサービスへの切り替えに慎重

になる傾向があるため、家庭部門における省エネ設備等の導入支援制度の拡充だけでは十分で

はない。そのため、高齢世帯を対象に省エネ家電への切り替えや太陽光発電システムの導入、

省エネ住宅の新築やリフォームを促すことが必要とされている（日本総合研究所, 2024）。 

 

物流・交通の脱炭素化 

運輸部門において、主にトップランナー制度に基づく燃費基準の導入やグリーン税制の導入

等により CO2 排出量が 2001 年度をピークに減少している（図 21）（国土交通省, 2022）。 

 
図 21 運輸部門 CO2排出量の推移 

（出典：国立環境研究所「日本の温室効果ガス排出量データ」を基に作成） 

 

2022 年度の国全体の CO2 排出量のうち、運輸部門の排出量は 18.5％を占める。このうち自動

車が 85.8％と航空や鉄道と比べ圧倒的に多く、旅客自動車が 47.8％、貨物自動車が 38.0％とな

っている（国土交通省, 2024b）。2022 年に閣議決定された「GX 実現に向けた基本方針」で

は、2030 年までに 8 トン以下の車両の新車販売に占める電動車（EV、PHEV、FCV 等）の 割合

を 20～30％とし、8 トン超の車両においては、電動車を 5,000 台先行導入する目標を設定した
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（環境省, 2024a）。また、全固体電池等の次世代電池の研究開発への支援を進めている（資源

エネルギー庁, 2024a）。 

航空分野においては、ジェット燃料の代替燃料であるバイオジェット燃料や合成燃料等の持

続可能な航空燃料（SAF: Sustainable aviation fuel）の技術開発・ 実証を進め、コストを現在のジ

ェット燃料と同等の価格まで低減し、自立商用化を目指している（経済産業省,  2021a）。 

船舶分野では、ゼロエミッション船の商業運航の実現することを目指し、技術開発・実証に取

り組んでいる（経済産業省,  2021a）。 

 

市民の参画（気候市民会議） 

市民の参画という観点では、2019 年から主に欧州で気候市民会議が開催されている。日本で

も 2020 年に札幌で初めて試行された後、各地で実施されるようになっており、市民が地域の気

候変動対策について議論し、その結果をまとめた政策提言を地方自治体に提出する動きが広が

っている（citizensassembly.jp., n.d.; 国立環境研究所, 2024）。しかし、フランスや英国における

法案化等のような国レベルで活用される動きはまだない（citizensassembly.jp., 2024; 森 秀行, 

2024 ）。 
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7.5. 緩和技術・オプションのイノベーション 

・ 日本は、アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）を通じ、アジアでの GX を推進してい

る。 

・ 脱炭素化が困難な領域においては、ネガティブエミッション技術（NETs）や森林吸収源対

策の活用が必要。日本では、1 億トン/年オーダーの CO2 除去（CDR）が求められている。 

 

GXを支える技術と海外協力（AZEC） 

日本は、AZEC を通じて、水素燃料、CCS 技術等を活用し、アジアでの GX を推進（資源エ

ネルギー庁, 2024a）している。 

2022 年、日本は「アジア各国が脱炭素化を進めるという理念を共有し、エネルギートランジ

ション（移行）を進めるために協力する」ことを目的に、「アジア・ゼロエミッション共同体

（AZEC）構想」を提唱した（資源エネルギー庁, 2024c）。AZEC を通じて、再生可能エネルギ

ー推進、火力発電ゼロエミッション化、CCS 技術等の排出削減対策や、技術革新、エネルギー

移行に向けたファイナンスを促進する（資源エネルギー庁, 2024d）。AZEC には、日本の他

に、豪州、ブルネイ、カンボジア、インドネシア、ラオス、マレーシア、フィリピン、シンガ

ポール、タイ、ベトナム（計 11 か国）がパートナー国として参画している。2024 年、AZEC 閣

僚会合において、日本は 68 のエネルギー移行に関する覚書（MOU）を各国と締結した（経済

産業省, 2024e ）。日本は再生可能エネルギー、省エネルギー、水素及びその派生物であるアン

モニア、e-fuel、e-メタン、CCUS 等の様々な技術を通じて、AZEC パートナー国のエネルギー

移行を支援しており、協力プロジェクトが進行している（アジア・ゼロエミッション共同体, 

2024）。また、日本の脱炭素技術やファイナンス等を通じたアジアにおける GX の実現にも貢

献する取り組みを進めている（資源エネルギー庁, 2024d）。 

 

NETs/CDR 

脱炭素化が難しい領域については、ネガティブエミッション技術（NETs）や森林吸収源対策

の活用が必要となる（経済産業省,  2021a）。日本では、産業や運輸の部門を中心として想定さ

れる約 0.5 から 2.4 億トン/年の残余排出を相殺するために CO2 除去（CDR）が必要とされてい

る（経済産業省, 2023c）。 

しかし、除去コストは削減コストより高いため、自然には導入拡大が図れないことから、確

実にカーボンニュートラルを達成するためには、NETs の拡大に向けた取り組みが重要である

（経済産業省, 2023d）。NETs は、低濃度の CO2 を低コストで固定できる能力を持つ点が特徴

だが、環境影響・利点について科学的な評価が重要となる（NEDO, 2023）。 
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また、限られた炭素貯蔵容量をどのように CCS や CDR に割り当てるか検討が必要との意見

もある。日本は最大 240Gt-CO2 の貯蔵能力を有するとされ、CDR、電力セクターや産業の脱炭

素化（石炭火力，鉄鋼，セメントの CCS 等）等さまざまな目的に利用できるため、その貯蔵容

量をどのように分配するかが重要になる（Sugiyama et al., 2024）。 

 

  



   

 

 

70 

 

 

7.6. グローバル気候ガバナンスにおける日本の役割 

・ 日本の気候ガバナンスは、現在は「最も気候変動対策に消極的な国」と評される状況で

ある。京都議定書の策定後も化石燃料への依存度は依然として高く、再生可能エネルギ

ーの普及も低迷している。 

・ 国際気候ファイナンスにおいて、日本は主要な役割を担っている。しかし石炭火力への

支援を終えた後も、アジア太平洋地域で環境に有害なプロジェクトへの投資を継続中で

ある。 

・ 政府が掲げる 2030 年までの削減目標には複数の欠点がある。また、日本は G7 で唯一、

石炭廃止の期日を設定していない。さらに「化石賞」の度重なる受賞とプラスチック廃

棄物の問題で、国際的な信頼を大きく損ねている。 

・ 他方、日本はエネルギー効率分野では先駆的な存在である。ASEAN 諸国との二国間協定

や、JICA と JBIC を通じたプロジェクトの展開など国際的な実績も多い。紆余曲折ありな

がらも、これまで培った強みを生かし、地位とパフォーマンスは安定化の兆しを見せて

いる。 

 

1980 年代と 1990 年代、国際社会では、地球温暖化およびそれに伴う気候変動に対処するた

めに、国連気候変動枠組条約と京都議定書の採択に向けた国際交渉が行われた。国連気候変動

枠組条約交渉において、日本は、自国が他国と比べて省エネが進んでいると主張し、先進国に

対して拘束力を伴う排出削減目標を設定することに反対した（Kameyama, 2017）。また、京都

議定書交渉においては、厳しい削減目標を求める欧州と、それに反対する米国の間の「橋渡し

役」を自称し、厳しい目標設定を回避しながら交渉に参加した（Kameyama, 2004; Tiberghien & 

Schreurs, 2007）。 

2000 年代後半から 2010 年代前半にかけて、日本は最初の約束期間中に義務を履行すること

に苦戦した後（Lipscy, 2018; Kameyama, Sari, Soejachmoen, & Kanie, 2008; Incerti & Lipscy, 

2021）、議定書の更新を拒否した。福島第一原子力発電所の事故を受けてすべての原子力発電

所が停止したことを補うために、ドイツなどの他の国が再生可能エネルギーに転換したのに対

し（Koppenborg, 2018; Hughes, 2016; Yeo, 2015）、依然として化石燃料に大きく依存した。2012

年に再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT 制度）が施行されたにもかかわらず、再生

可能エネルギー供給量の伸びは理想からは遠く、国の潜在力を大きく下回っている。 

2020 年代初頭までに、日本政府は、石炭火力発電所（CFPP）を依然として使い続けているこ

とに対して、国内外から多くの批判を浴びた（Hughes, 2016）。2020 年秋に当時の菅総理大臣

がカーボンニュートラルを宣言し、脱炭素に向けた政策論議が始まった（Koppenborg & 

Hanssen, 2020; Yeo, 2015）。2023 年の「グリーントランスフォーメーション推進法」の制定に

より、日本のエネルギー政策や産業政策は、本格的に脱炭素を目指して動き出した
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（Koppenborg, 2016）しかし、それでもなお、日本の電源ミックスにおいて、石炭火力をはじめ

とする化石燃料への依存は続いており、G7 等でも石炭火力の使用を制限する声明文案には反対

し続けているため、国際社会では批判の声が継続している（Lipscy, 2018; Koppenborg, 2021; 

Ohta & Barrett, 2023）。 

 

資金調達 

日本は二国間（Landini, 2024; Japan International Cooperation Agency, 2024a）、地域（METI, 

2021, 2024; Rajah & Dayant, 2024）、およびグローバル（ADB, 2017; Green Climate Fund, 2024a, 

2024b） の気候ファイナンスにおいて、世界で最も重要な行動主体の 1 つである。 日本国際協

力機構（JICA）と複数の省庁が連携して、脱炭素化（Landini, 2024; Japan International 

Cooperation Agency, 2024a）を推進するための財政的および技術的な支援を提供している。ま

た、日本はアジア開発銀行（ADB）の総予算の約 40%（METI, 2021, 2024）、およびグリーン

気候基金（GCF）への拠出額の 8 分の 1 以上（Green Climate Fund, 2024a） を占めている。 

一方で、国際的な気候ファイナンスにおける主導的な役割を果たし、2021 年には新たな石炭

火力発電所の支援を終了したにもかかわらず、日本はアジア太平洋地域内外で、化石燃料の生

産やその他の環境に有害なエネルギーおよび・インフラプロジェクトに引き続き多額の投資を

行っている（Koppenborg, 2016; Climate Transparency, 2021; Hughes & Downie, 2023） 。中国やイ

ンド、南アフリカ等の新興国では、現在でも石炭火力発電が主電源であり、短期間で全廃する

ことは困難であるため、燃焼効率の高い発電施設やアンモニア混焼技術の支援が、これらの国

にとっては現実的というのが、日本が石炭火力発電施設を支援し続ける理由となっている。 

 

ガバナンス 

2021 年、日本は国内で「GX 基本政策」を導入すると同時に、国連気候変動枠組条約

（UNFCCC）、パリ協定に基づく国が決定する国が定める貢献（NDC、排出削減目標と同義）

を改定し、2030 年までに温室効果ガス排出量を 46％削減することを表明した。 これはこれま

での取り組みと比較して歓迎すべき進歩だが、現在の NDC には以下のような複数の欠点があ

る。具体的には、福島原発事故直後に排出量が急増した 2013 年を基準年に選んだことで、削減

率を大きく見せることができるという方法論的問題（Oil Change International, 2023）、と途上国

等で排出削減し、その一部を日本の削減分としてカウントするカーボン・クレジットの算入

（Oil Change International, 2023; Climate Action Tracker, 2024）、大規模な実証がされていない、

未確定の「革新的技術」への過度の依存（Climate Transparency, 2021）[27]、および約束の実施

を推進するための実効的な政策の欠如（Oil Change International, 2023; Climate Action Tracker, 

2024; Climate Transparency, 2021）などが挙げられる。 
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より広い視野で見ると、日本の気候変動政策に関する過去の実績は、国際的に高く評価され

ているというよりは、むしろ外交的リスクとなりつつある。 日本は、石炭火力発電の全廃に向

けた日程を設定することを拒否し、石炭火力発電に依存し続けている G7 メンバー国として

「化石賞」（国連気候変動枠組条約締約国会議の会場にて、NGO が、その日の交渉の中で気候

変動対策に最も消極的だった国を表彰するイベント）を繰り返し受賞している（Lipscy, 2018; 

Koppenborg, 2021; Ohta & Barrett, 2023）。 

 

プロジェクトとプログラム 

日本は省エネルギーの分野において先駆者であり、長年にわたる旗手である（Okajima & 

Okajima, 2013; Nagata, 2014; Hughes, 2016; Lipscy, 2018; Aoki et al., 2023）。 国内エネルギー消費

量は 2010 年以降年間 2.6％の割合で減少しており、（いわゆる省エネルギー以外の様々な理由

もがあるが）経済のエネルギー原単位は 2000 年以降 37％低下している。（Hughes, 2016; IEA, 

2024c）。 国際的には、日本は、主に ASEAN 加盟国との間で、少なくとも 10 件の二国間協定

を締結し、省エネルギー技術支援を加速させている。そして、これらの協定の実施を支援する

ために、共同クレジット制度（JCM）を通じて支援を提供している（Nagata, 2014）。 これらの

制度的枠組みと資金調達手段は、省エネルギーや基準の策定、研究開発および能力構築の促

進、省エネルギー技術とイノベーションの普及を促進している。 

日本はまた、国際協力機構（JICA）および国際協力銀行（JBIC）を通じて、グローバルなグ

リーン・トランジションを加速するためのさまざまなプロジェクトとプログラムを提供してい

る（Green Climate Fund, 2024b）。 全体ポートフォリオは、81 か国にまたがる 256 のプロジェ

クトを網羅している（JICA, 2024a, 2024b）。 これらは、2 つの戦略的目標に基づいており、

NDC の策定と実施における国の支援、および社会経済的目標と気候目標を統合する「コベネフ

ィット」の積極的な追求を目的としている。 また、2022 年に発表された環境社会ガイドライン

の改訂版によって枠組みが設定されている（JICA, 2022）。  

1990 年代、2000 年代と 2010 年代を通じて、日本は米中などの主要排出国の取り組みが最重

要と主張し続け、自国の排出削減対策の優先順位を上げずにきた。 しかし、これらの 3 つの期

間を通じて、途上国に対する省エネルギー関連の支援や国際的な気候ファイナンス、アジア太

平洋地域との強固な地域的連携など、強力な基礎は維持されていた。 2020 年代初頭には、新た

な国内規制と国際的な約束の結果として、その地位とパフォーマンスは安定しつつあるように

見える。 
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7.7. 日本人の環境問題に対する意識 

日本における地球環境問題に対する関心は、着目する視点によってさまざまな特色が浮き彫

りとなる。例えば、次世代への影響に関する懸念において、「非常に懸念している」と回答し

た日本人の割合は 23%に達し、これは世界平均の 13%を大きく上回っている（United Nations 

Development Programme, 2021）。一方で、世界全体では「非常に懸念している」層の割合が低

いものの、「ある程度懸念している」層の割合が高く、懸念の程度がより均一に分布している

傾向がみられる。 

また、気候変動が家族の大きな決断（居住地や職業選択、購買行動など）に与える影響につ

いては、日本における「大いに影響を受けた」と回答した割合が 33%で、世界平均と一致して

いる。同様に、「少し影響を受けた」と答えた割合も 35%であり、これも世界平均の 37%とほ

ぼ同程度である（UNDP, 2021）。これらの結果は、気候変動が家庭生活に及ぼす影響に関する

認識が、日本と世界で共通していることを示唆している。 

さらに、気候変動について考える頻度に関して、日本では「毎日考える」と答えた割合が

18%に留まり、世界平均の 32%を大きく下回っている。一方で、「年に数回考える」と回答し

た割合は 41%と多く、この分布は世界と同等である（UNDP, 2021）。日本では気候変動が日常

的な話題として扱われにくく、普段の生活から切り離されている傾向があると考えられる。 

近年の日本人の地球環境問題に対する関心は、上昇傾向にあり、依然として高い割合を示して

いる。たとえば、2023 年の調査では 89.4％が地球環境問題に関心を持つと回答しており（内閣

府, 2023）、2021 年の 88.3％（内閣府, 2021）と比較して増加している。 

日本は海外と比較して、気候変動を危機として認識している割合はほぼ同程度である（図 

22） 。OECD が 2022 年に実施した調査では、世界全体の 73.95%に対して日本では 65%が、気

候変動を「実在し、かつ人為的なもの」と認識していることが示された。一方、UNDP が 2021

年に実施した調査では、世界全体の 66.2%に対して日本では 79%が、気候変動を「地球規模の

緊急事態」として認識していることが明らかになった。 
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図 22 気候変動に関する理解についての世界と日本の比較 

注:本図は、気候変動に関する 2 つの異なる質問に対する回答を示している： 

OECD 2022: "In your opinion, is climate change real? Climate change exists and is anthropogenic."  

UNDP 2021: "Do you think climate change is a global emergency?" 

出典：OECD 2022, UNDP 2021 

 

さらに、長期的な視点で見ると、1990 年代から現在に至るまで、日本人の環境問題への意識

は着実に高まっていることがわかる。 

1990 年の調査では、オゾン層の破壊や地球温暖化、熱帯林の減少など地球規模の環境問題を

「最優先の課題」と回答した人が 59.7%に達しており、当時から日本社会で環境問題が重要視

されていたことが明らかである。また、「気象変動（地球温暖化）について大変心配である」

と回答した人の割合も 43.3％に上り、危機意識の高さがうかがえる（内閣府, 1990）。 

2000 年代に入ると、環境問題への関心はさらに増加した。2001 年の調査では、「環境問題に

関心がある」と答えた割合が 82.4%に達し、2005 年には 87.1%、2007 年には 92.3%にまで上昇

した。（内閣府, 2001, 2005, 2007） 

日本人の環境行動への認識は、負担(我慢)意識が根強く、行動意欲が低い点が特異的であ

る。負担意識の観点では、日本人は、気候変動対策が生活の質を脅かすと考える人や （科学技

術振興機構, 2015; Kihara et al., 2020）、気候変動対策行動においてお金や手間がかかることや不

便であることが障害であると考える人が多い（Boston Consulting Group, 2022）。行動意欲の観

点では、他国に比べ日本人は自身の生活を変えることへの意欲が低く（Andre, Boneva, Chopra, 

& Falk, 2024; James, Jacob, Moira, & Christine, 2021） 、気候変動対策における責任感も弱い

（GlobeScan, 2021） 。気候変動対策の捉えられ方は climate action への意欲に大きく影響するた

め（Kihara et al., 2020）、本人の行動意欲を高める上で、気候変動対策は負担であるという捉え

方をどのように改善しうるのか究明することが必要である。 
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日本人の権威に対する信頼度は、グローバルな傾向と比較して非常に低いことが特徴であ

る。日本における NGO、企業、政府、メディアの平均信頼度は 39 点と低く、調査対象の 28 カ

国中最下位となっている。日本では、科学者に対する信頼度が 74 点と高く、これはグローバル

平均とほぼ同水準である。しかし、政府やメディアに対しては大きな不信感が示されている。

特にジャーナリストや記者に関しては、日本人の 59%が「嘘や誇張で意図的にミスリードして

いる」と回答しており、この数値は前年より 13 ポイントの増加を記録している（Edelman, 

2024）。 

イノベーションに関して、日本を含むほぼすべての国で、それらが適切に管理されていない

という見解が支配的であり、この管理状況に対する不信感が新たなイノベーションへの抵抗感

を助長し、熱意の低下を招いている（Edelman, 2024）。気候変動のような重大な課題に直面す

る現代社会において、現行の科学技術の能力を超える緊急かつ革新的な解決策が強く求められ

ている。（McCrea et al., 2024）。 その中で、イノベーションや科学分野における急速な進歩

は、産業、制度、社会全体に大きな変革をもたらしている。 このような状況下において、新た

なイノベーションが責任を持って開発されること、ならびに研究およびイノベーション分野が

社会的に責任ある成果を提供するという信頼を一般市民から得ることは、極めて重要な事項で

ある。（McCrea et al., 2024）。  

一方で、日本ではその傾向が低いものの、世界では 45%が「科学者は私のような人間にどの

ようにコミュニケーションを取ればよいか分かっていない」と同意しており（Edelman, 

2024）、科学に対する懐疑的な視点が強まっていることも否定できない。このような状況を踏

まえると、科学者は、公平で開かれた、透明性のあるプロセスを通じて信頼を構築し維持でき

るというパブリックエンゲージメントの利点（National Academies of Sciences, Engineering, and 

Medicine, 2017） を改めて認識し、その意義を踏まえた取り組みを進める必要がある。 
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8. 付録２:シナリオのメタ分析 

8.1. 日本におけるネットゼロ排出シナリオに関するメタ分析 

データの集約 

 日本のネットゼロ排出シナリオのメタ分析を行うために、公開されているデータベースや各

モデルチームに連絡を取ったりしてデータを収集した。 今回のメタ分析に用いたモデルとシ

ナリオの一覧は表 12 の通りである． 

 AIM，DNE21+，MRI-TIMES，TIMES-Japan は複数枠組や複数シナリオでの分析が行われて

いるので，単一ケースとなっていないことに注意したい．また，IPCC 第 6 次評価報告書のデー

タベースには，大量のデータを含むが，そのうちマーカーモデルとして用いられることが多

い，海外で作成された４つのモデル（GCAM，GEM-E3，IMAGE，REMIND）からのデータを

抽出した． 

 

表 12 メタ分析に用いたモデル・シナリオ一覧 

モデル シナリオ 作成者・機関 

AIM/Hub-Japan, 

AIM/Technology, IEEJ-NE, 

TIMES-Japan (論文，公開) 

JMIP2 R1 46by30+100by506 杉山 昌広 (東大) ほか 

DNE21+ (分科会，論文) 

参考値のケース，①再エネ

100%，②再エネイノベ，③

原子力活用，④水素イノ

ベ，⑤CCUS 活用，⑥需要

変容7 

RITE 

AIM (分科会) 
技術シナリオ，+社会変容シ

ナリオ8 
AIM プロジェクトチーム 

LUT (分科会，報告書) 
自然エネルギーによる脱炭素

シナリオ（輸入あり）9 
自然エネルギー財団 

D-TIMES (分科会) コスト最小化10 
デロイトトーマツコンサルテ

ィング 

 
6 （Sugiyama et al., 2024） 

7 （RITE, 2021; 秋元, 2023） 

8 （AIM, 2021） 

9 （自然エネルギー財団, 2021b; Renewable Energy Institute et al., 2021） 

10 （デロイトトーマツコンサルティング, 2021） 



   

 

 

77 

 

 

IEEJ-NE_Japan (分科会) ベース11 日本エネルギー経済研究所 

AIST-MARKAL (論文) Base12 小澤 暁人ほか (産総研) 

IGES (報告書) 

IGES 1.5℃ロードマップ：日

本の排出削減目標の野心度引

き上げと 豊かな社会を両立

するためのアクションプラン
13 

IGES 

MRI-TIMES (報告書，半公

開) 
CN，CN×CE14 三菱総合研究所 

TIMES-Japan (論文) 
NZ_Base_demL，

NZ_CCS_demL15 
井上 智弘ほか (エネ総研) 

Utagawa (学会発表) 
活動量中位半導体製造業 DC

増加ケース16 
歌川 学 (産総研) 

WWFJ (報告書) 

2050 年脱炭素社会に向けた

100％自然エネルギーシナリ

オ17 

WWF ジャパン・システム技

研 

AR6 DB モデル (URL，公開) 

8 モデル，計 44 シナリオ (世

界 C1~C4 + 日本ネットゼロ

2060 年以前)18．REMIND－

MagPIE はバージョンによっ

て内容が異なるので複数モデ

ル扱い． 

GCAM, GEM-E3, IMAGE, 

REMIND 

なお，2040 年データは提供されないケースが多かったので図表は省略する． 

 

  

 
11 （日本エネルギー経済研究所, 2021） 

12 （Ozawa, Tsani, & Kudoh, 2022） 

13 （IGES, 2024） 

14 （三菱総研, 2024） 

15 （井上 et al., 2023） 

16 （歌川, 2024） 

17 （WWF ジャパン, 2024） 

18 （坂本, 2023） 
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CO2排出量 

 CO2 排出量のまとめを図 23～図 24 に示す． 

2035 年では，シナリオ分析前提条件に依存するためばらつきが大きい．また，2050 年では，

定義をそろえることができていないが，概ね-60～60 Mt CO2/yr 程度であった．2035 年の国内モ

デルでは，概ね 500Mt CO2/yr と，2013 年比 46%減の設定上限になっているモデルが多かった．

Utagawa は約 300Mt CO2/yr と他のモデルの約半分になっていることが特徴的である． 

GHG 排出，CO2 全体の排出，エネルギー起源の CO2 排出など，定義をそろえることができてい

ないが，国内モデルでは，ネットゼロを想定している 2050 年の排出量は-65～48 Mt CO2/yr の範

囲に分布し，負の排出量を示していたモデルもあった．平均値では約-23Mt CO2/yr となり，中

央値がゼロであることからもわかるように，ほとんどのモデルがゼロ近辺またはマイナスに近

い結果を示している．DNE21+の-64.6 は他のモデルよりもかなり低い値を示しており，GHG 中

立を想定している可能性がある．また，最大値を示していたのは D-TIMES であった．ゼロとな

っているモデルは，LUT，MRI-TIMES (2 モデル)，IEEJ-NE_Japan，AIST-MARKAL，WWFJ で

あった．メタ分析のために，土地利用・土地利用変化の排出量設定や，CDR ポテンシャル設定

評価の必要がある． 

なお，2040 年の国内モデル排出量は，各モデルの上限設定が 2030 年と 2050 年を線形補間し

ていることから，2013 年比での削減率はほぼ４割となっているものが多かった． 

 

 

図 23 メタ分析における CO2排出量（2035 年） 
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図 24 メタ分析における CO2排出量（2050 年） 

 

一次エネルギー供給 

一次エネルギー供給のまとめを図 25～図 26 に示す． 

2035 年では，モデル間の違いが大きい(石炭，天然ガス，原子力) ．特に REMIND のシナリオ

では石炭が少ない．海外モデル分析においては，バイオマス供給量が大きい．石油・天然ガス

利用は残るが，石炭利用についてはモデル間で異なる．2050 年では，海外モデル分析において

バイオマス供給が大きい一方，国内開発モデルでは輸入二次エネルギーキャリアが利用されて

いる． 

2050 年の国内モデルの一次エネルギー供給に関するデータでは，モデル間で顕著な違いが見

られる．化石燃料では，石油と天然ガスの供給がモデルによって多く見られ，特に DNE21+の

モデル群で天然ガスの供給が最大 4 EJ/yr に達する一方，AIM や WWFJ では供給が非常に小さ

いことが特徴的である．再生可能エネルギーでは，バイオマスが多くのモデルで重要な役割を

果たし，最大値は 5.2 EJ/yr（AIM/Hub-Japan）であった．太陽光と風力も再エネの主要な構成要

素であり，風力では IGES（5.3 EJ/yr），太陽光では WWFJ（2.1 EJ/yr）が高い値を示した．地

熱や海洋エネルギーは，ほとんどのモデルでわずかな供給量にとどまる．合計では，最終エネ

ルギー消費の設定が小さいことから，Utagawa や WWFJ が 4.6～4.8 EJ/yr と最も小さく，他のモ

デルの約半分の値となっている．これに対し，DNE21+（最大 15.0 EJ/yr）や IGES（14.9 

EJ/yr）は最も大きな供給量を示す．また，輸入二次エネルギーの値に大きな差があり，

DNE21+モデル群や LUT，D-TIMES で高い供給量となっている一方で，WWFJ ではほぼゼロと

なっている．モデル間の違いは，エネルギー政策やコスト仮定，再エネ導入の上限値などに起

因する可能性があり，詳細な背景分析が必要である． 
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図 25 メタ分析における一次エネルギー供給（2035 年） 

 

 
図 26 メタ分析における一次エネルギー供給（2050 年） 

 

発電量 

 発電量のまとめを図 27～図 28 に示す． 

2035 年の全体データをみると，モデル間の違いが大きい(石炭，天然ガス，原子力)．太陽光

は WWFJ，GCAM が多い．風力は IGES，Utagawa，REMIND ともに多く，これらシナリオで

VRE 比率が 50%前後と高い．また，2050 年のデータをみても，モデル間の違いが大きい (石

炭，天然ガス，原子力)．太陽光は GCAM が特に多く，風力は AIM/Hub, BNEF, REMIND が多

い．これらのシナリオと LUT，IGES，WWFJ，Utagawa および DNE21+の再エネ 100%で VRE

比率が高い．VRE 比率は概ね 10%から 60%の範囲に分布していた．2050 年の全モデルでの平

均値および中央値は約 1300TWh/yr である． 
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2035 年の国内モデル結果では，AIM/Hub-Japan と MRI-TIMES が約 1300TWh/yr と大きく，最

少は Utagawa と D-TIMES の約 800TWh/yr であり，それ以外のモデルでは概ね 900 から

1100TWh/yr の範囲に分布している． 

2050 年の国内モデル分析結果をみると，総発電量はモデル間で大きな差が見られ，IGES が

最大で約 2300TWh/yr，次いで AIM/Hub-Japan が約 2000TWh/yr を示した．その他のモデルで

は，概ね 1000～1500TWh/yr の範囲に分布している．一方，再生可能エネルギー（再エネ）比

率に注目すると，LUT モデルでは再エネ 100%を前提としており，水力や地熱を含めて再エネ

比率が 100%に達している．また，VRE（太陽光・風力の合計）比率は 29%～92%と幅広く分布

し，特に LUT モデルが最も高い値を示している．この結果から，2050 年のシナリオでは，化

石燃料が縮小している一方で，原子力や再エネ普及に大きな違いがあり，発電量構成に対して

ばらつきが多かった． 

 
図 27 メタ分析における発電量（2035 年） 
 

 
図 28 メタ分析における発電量（2050 年） 
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最終エネルギー消費 

 最終エネルギー消費のまとめを図 29～図 30 に示す． 

2035 年の全体データをみると，電化率は概ね 30～40%程度までだが，AIM/Hub-Japan 2.4，

Utagawa, WWFJ で高い．水素利用も複数のシナリオでみられる．2050 年のデータでは，電化率

は平均 50%程度．AIM/Hub-Japan 2.4，Utagawa，WWFJ，海外モデルでは，70%前後のシナリオ

も見られる．それ以外では，液体燃料が多く残り，ほとんどのシナリオで水素利用がみられ，

AIM, Utagawa, WWFJ, GCAM, GEM-E3, REMIND でガスが減少している． 

2035 年の国内モデルデータをみると，絶対値では，概ね 8 から 12EJ/yr の範囲にある．

Utagawa や WWFJ では例外的に約 6EJ/yr と小さいが，これは省エネが大幅に進むという想定の

もとで実現されている．エネルギーキャリア別にみると，電化率は概ね３割から５割の間に分

布している．その他のキャリアでは，D-TIMES のガスシェアが約４割となっているのが特徴的

である． 

2050 年の国内モデル分析結果をみると，消費量合計は概ね 8～10EJ/yr の範囲に収まってい

る．ただし，WWFJ と Utagawa モデルでは約 4EJ/yr と小さく，大幅な省エネ進展を前提として

いる．エネルギーキャリア別では，電化率が約 30%～60%の範囲に分布し，平均で 50%強とな

っている．特に D-TIMES モデルでは水素シェアが約 60%と高く，水素と電力がほぼ全てのエ

ネルギー消費を占めているのが特徴的である．また，DNE21+では e-fuels，e-methane も一括し

て水素として出力している．その他のエネルギーキャリアでは，液体燃料や固体燃料のシェア

は縮小傾向にあり，再エネや水素が重要な位置を占める． 

 

 
図 29 メタ分析における最終エネルギー消費（2035 年） 
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図 30 メタ分析における最終エネルギー消費（2050 年） 

 

炭素価格 

 炭素価格のまとめを図 31～図 32 に示す． 

 全体データをみると，2035 年のシナリオ分析では前提条件に依存するためばらつきが大きい

が，100～500USD/t CO2 程度の幅で平均約 300USD/t CO2 となっている．2050 年では平均値と中

央値の両者で約 600USD/tCO2 となった．  

2050 年の国内モデルによる炭素価格データを分析すると，モデル間で排出量に大きな違いが

見られる．炭素価格の平均は約 700 USD/t CO2 であるが，およそ 150～1600 USD/t CO2 の幅広い

分布を示した．TIMES-Japan の価格が約 1600USD/t CO2 と最も高いのは CO2 貯留上限制約の影

響と考えられる．一方，Utagawa は約 5USD/t CO2 と全体モデルの中で最も低い．また LUT モデ

ルも再エネ 100%を前提としており，150USD/t CO2 と低い炭素価格を示している． 
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図 31 メタ分析における炭素価格（2035 年） 
 

 
図 32 メタ分析における炭素価格（2050 年） 
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